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鶴岡市地域コミュニティ推進計画（案）
～地域特性を活かした住民主体による持続可能な地域づくり～

【平成 28～32 年度】

平成 28年 3月
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1 計画の策定にあたって

（1）計画策定の趣旨

人口減少、少子高齢化、価値観の多様化や帰属意識の低下等により、

地域活力の源となる地域コミュニティは弱体化傾向にあり、また、地域

が抱える問題や課題は、年々複雑かつ多様化してきており、とりわけ高

齢社会を見据えた、地域住民の安全・安心な暮らしの確保は喫緊の課題

となっています。

本市では、平成 25 年 3 月に鶴岡市地域コミュニティ基本方針を定め、

地域コミュニティの維持・活性化に向けた取り組みを進めていますが、

地域を取り巻く状況の変化はさらに進み、新たな地域課題等も発生して

います。

今後、住民の安全・安心で心豊かな暮らしを築くためには、各地域の

現状に合せて、地域の特性を活かした住民主体による持続可能な地域づ

くりに取り組む必要があることから、本計画において、今後 5 年（平成

32 年度）を見据え、地域コミュニティをめぐる現状や地域コミュニティ

が抱える問題・課題等を再整理するとともに、市民・地域・行政が連携・

協力のもと、鶴岡地域から温海地域までの現状に合せ、その特性や事情

に配慮した取り組みを進め、鶴岡市地域コミュニティ基本方針の推進を

図ります。

（2）計画期間

本計画期間は、平成 28年度から平成 32年度までの 5年間とします。

（3）計画の策定方法

本計画の策定にあたっては、これまで各地域で行ってきたコミュニテ

ィ実態調査等をベースに、その情報の再整理を行いながら策定作業を進

めるとともに、地域活動に携わる関係者で構成される鶴岡市地域コミュ

ニティ活性化推進委員会において、計画の項目立てや内容等について協

議をいただき、さらに、住民自治組織の連合組織の代表者や市民の皆様

からご意見を伺いながら、本計画を取りまとめました。
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2 地域コミュニティをめぐる現状

（1）鶴岡市の社会増減・自然増減の推移

本市の人口は、市町村合併後の平成 18 年度から平成 26 年度まで、年間

平均 1,318 人の減少となっており、とりわけ平成 25年度以降の減少は年間

1,500 人を超え、一層深刻な状況となっています。

※年度は、当該年度の 4月 1日から翌年の 3月 31 日までの期間。

○転出入者・出生死亡者数の推移

○社会増減・自然増減の推移

（人）

転入 転出 社会増減
(転入-転出)

出生 死亡 自然増減
(出生-死亡)

社会増減・
自然増減計

平成18年度 3,382 3,877 -495 1,125 1,605 -480 -975

平成19年度 2,895 3,788 -893 1,044 1,634 -590 -1,483

平成20年度 3,180 3,648 -468 1,001 1,778 -777 -1,245

平成21年度 3,116 3,536 -420 1,012 1,749 -737 -1,157

平成22年度 2,740 3,057 -317 997 1,817 -820 -1,137

平成23年度 2,797 3,308 -511 989 1,835 -846 -1,357

平成24年度 2,827 3,337 -510 919 1,824 -905 -1,415

平成25年度 2,697 3,405 -708 924 1,788 -864 -1,572

平成26年度 2,754 3,268 -514 877 1,881 -1,004 -1,518

合計 26,388 31,224 -4,836 8,888 15,911 -7,023 -11,859
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（2）鶴岡市の人口移動

本市の人口移動（転出入）は、市町村合併を行った平成 17 年 10 月以降

（平成 17 年 10 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）に、市外への転出は 31,704

人、市外からの転入は 26,479 人となっており、差引きで 5,225 人の減少が

生じています。

主な内訳としては、首都圏への転出入の差引きで 3,078 人の減少が生じ

ており、次いで、宮城県が 651 人、新潟県が 300 人となっています。

転出入の実数 人口比

（H27.3.31現在 132,313人）

鶴岡市か
ら転出
（人）

鶴岡市へ
転入
（人）

転出入の差
(転入-転出)
（人）

鶴岡市か
ら転出
（％）

鶴岡市へ
転入
（％）

転出入の差
(転入-転出)
（％）

山形県 庄内 酒田市 2,622 2,720 98 2.0 2.1 0.1

庄内町 791 955 164 0.6 0.7 0.1

三川町 748 565 -183 0.6 0.4 -0.2

遊佐町 225 193 -32 0.2 0.1 -0.1

庄内計 4,386 4,433 47 3.3 3.4 0.1

村山 4,586 4,316 -270 3.5 3.3 -0.2

最上 555 701 146 0.4 0.5 0.1

置賜 836 871 35 0.6 0.7 0.1

県計 10,363 10,321 -42 7.8 7.8 0.0

北海道 513 497 -16 0.4 0.4 0.0

青森県 328 340 12 0.2 0.3 0.1

岩手県 380 417 37 0.3 0.3 0.0

宮城県 2,902 2,251 -651 2.2 1.7 -0.5

秋田県 739 706 -33 0.6 0.5 -0.1

福島県 664 719 55 0.5 0.5 0.0

茨城県 509 316 -193 0.4 0.2 -0.2

栃木県 310 217 -93 0.2 0.2 0.0

群馬県 318 196 -122 0.2 0.1 -0.1

埼玉県 1,689 1,007 -682 1.3 0.8 -0.5

千葉県 1,355 787 -568 1.0 0.6 -0.4

東京都 4,061 2,806 -1,255 3.1 2.1 -1.0

神奈川県 2,306 1,733 -573 1.7 1.3 -0.4

首都圏計 9,411 6,333 -3,078 7.1 4.8 -2.3

新潟県 1,469 1,169 -300 1.1 0.9 -0.2
その他 3,798 2,997 -801 2.9 2.3 -0.6
計 31,704 26,479 -5,225 24.0 20.0 -4.0

※平成 17 年 10 月 1 日～平成 27 年 3月 31 日の集計値。

※人口比は、平成 27 年 3月 31 日現在の人口に対する転出、転入、転出入の差の割合とす
る。小数点以下第 2位を四捨五入し表記しているため、合計が合わない場合がある。
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（3）鶴岡市内の人口移動

市内の人口移動（転居）は、市町村合併を行った平成 17年 10 月以降（平

成 17 年 10 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）に、鶴岡地域への転居が最も多

くなっています。また、地域ごとに見ると、鶴岡地域と藤島地域では、地

域内の転居が最も多く、それ以外の地域では鶴岡地域への転居が最も多く

なっています。

鶴岡
地域

藤島
地域

羽黒
地域

櫛引
地域

朝日
地域

温海
地域

計
鶴岡
地域

藤島
地域

羽黒
地域

櫛引
地域

朝日
地域

温海
地域

計

H27.3.31
現在人口
92,918人

H27.3.31
現在人口
10,696人

H27.3.31
現在人口
8,681人

H27.3.31
現在人口
7,480人

H27.3.31
現在人口
4,488人

H27.3.31
現在人口
8,050人

H27.3.31
現在人口

全市
132,313人

鶴岡
地域

26,247 787 806 627 282 416 29,165 28.2 0.8 0.9 0.7 0.3 0.4 31.4

藤島
地域

925 965 76 22 9 16 2,013 8.6 9.0 0.7 0.2 0.1 0.1 18.8

羽黒
地域

893 103 484 51 14 16 1,561 10.3 1.2 5.6 0.6 0.2 0.2 18.0

櫛引
地域

752 47 41 449 32 7 1,328 10.1 0.6 0.5 6.0 0.4 0.1 17.8

朝日
地域

532 15 24 126 249 9 955 11.9 0.3 0.5 2.8 5.5 0.2 21.3

温海
地域

950 13 24 18 9 765 1,779 11.8 0.2 0.3 0.2 0.1 9.5 22.1

計 30,299 1,930 1,455 1,293 595 1,229 36,801 22.9 1.5 1.1 1.0 0.4 0.9 27.8

転
居
前

転居先（人） 人口比（％）

  ※平成 17年 10 月 1日～平成 27 年 3月 31 日の集計値。

※人口比は平成 27 年 3月 31 日現在の人口に対する転居の割合とする。小数点以下第 2 位
を四捨五入し表記しているため、合計が合わない場合がある。

％
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（4）鶴岡市の年齢区分別将来推計人口等

本市の人口は、平成 22 年に行われた国勢調査では、約 13 万 6 千人と

なっていますが、国立社会保障・人口問題研究所によれば、平成 52年に

は、約 9 万 4 千人まで減少し、高齢化率も 4 割を超えると予測されてい

ます。

鶴岡市全域

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年
(2040年)

総人口 136,623 129,806 122,805 115,539 108,296 101,175 94,090
0～14歳 17,529 15,441 13,668 12,089 10,817 9,965 9,300

割合（％） 12.8 11.9 11.1 10.5 10.0 9.8 9.9
15～64歳 79,805 72,867 66,383 61,124 56,487 52,068 46,923

割合（％） 58.4 56.1 54.1 52.9 52.2 51.5 49.9
65～74歳 17,440 18,556 19,757 17,885 15,608 14,063 13,914

割合（％） 12.8 14.3 16.1 15.5 14.4 13.9 14.8
75歳～　 21,849 22,942 22,997 24,441 25,384 25,079 23,953

割合（％） 16.0 17.7 18.7 21.2 23.4 24.8 25.5
（再掲）65歳以上 39,289 41,498 42,754 42,326 40,992 39,142 37,867
（再掲）割合（％） 28.8 32.0 34.8 36.6 37.9 38.7 40.2
※割合（％）は、小数点以下第 2位を四捨五入し表記しているため、合計が 100％にならない

場合がある。

人                                                                          ％

※参照：国立社会保障・人口問題研究所 男女･年齢(5 歳)階級別データ--『日本の地域別将
来推計人口』（平成 25 年 3月推計）より作成。

17,529 15,441 13,668 12,089 10,817 9,965 9,300 

79,805 
72,867 66,383 61,124 

56,487 
52,068 

46,923 

17,440 

18,556 
19,757 

17,885 
15,608 

14,063 
13,914 

21,849 
22,942 

22,997 
24,441 

25,384 
25,079 

23,953 

28.8

32.0
34.8

36.6
37.9

38.7
40.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年

75歳以上

65～74歳

15～64歳

0～14歳

65歳以上



- 7 -

（5）単位自治組織の世帯数規模（平成 27 年度）

30 世帯以下で構成される小規模な単位自治組織は、全市で 3 割を超え

ており、とりわけ、藤島地域、羽黒地域及び朝日地域では 4 割を超える

等、多くなっています。

①鶴岡地域
世帯数規模 組織数 割合(％)

0～10 4 1.6
11～30 46 18.5
31～50 52 21.0
51～100 55 22.2
101～200 49 19.8
201～ 42 16.9
合計 248 100.0

1.6%
18.5%

21.0%

22.2%

19.8%

16.9% 0～10

11～30

31～50

51～100

101～200

②藤島地域
世帯数規模 組織数 割合(％)

0～10 2 3.3
11～30 25 41.0
31～50 16 26.2
51～100 13 21.3
101～200 4 6.6
201～ 1 1.6
合計 61 100.0

3.3%

41.0%

26.2%

21.3%

6.6% 1.6%
0～10

11～30

31～50

51～100

101～200

③羽黒地域
世帯数規模 組織数 割合(％)

0～10 9 12.9
11～30 32 45.7
31～50 19 27.1
51～100 9 12.9
101～200 1 1.4
201～ 0 0.0
合計 70 100.0

12.9%

45.7%
27.1%

12.9%

1.4%
0.0%

0～10

11～30

31～50

51～100

101～200
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④櫛引地域
世帯数規模 組織数 割合(％)

0～10 0 0.0
11～30 1 4.8
31～50 1 4.8
51～100 12 57.1
101～200 6 28.6
201～ 1 4.8
合計 21 100.0

0.0% 4.8%
4.8%

57.1%

28.6%

4.8%
0～10

11～30

31～50

51～100

101～200

⑤朝日地域
世帯数規模 組織数 割合(％)

0～10 6 15.8
11～30 18 47.4
31～50 5 13.2
51～100 8 21.1
101～200 1 2.6
201～ 0 0.0
合計 38 100.0

15.8%

47.4%13.2%

21.1%

2.6%
0.0% 0～10

11～30

31～50

51～100

101～200

⑥温海地域
世帯数規模 組織数 割合(％)

0～10 1 3.7
11～30 5 18.5
31～50 4 14.8
51～100 7 25.9
101～200 7 25.9
201～ 3 11.1
合計 27 100.0

3.7%

18.5%

14.8%

25.9%

25.9%

11.1% 0～10

11～30

31～50

51～100

101～200

⑦鶴岡市全域
世帯数規模 組織数 割合(％)

0～10 22 4.7
11～30 127 27.3
31～50 96 20.6
51～100 105 22.6
101～200 66 14.2
201～ 49 10.5
合計 465 100.0

4.7%

27.3%

20.6%22.6%

14.2%

10.5% 0～10

11～30

31～50

51～100

101～200

※＜全地域共通＞割合（％）は、小数点以下第 2位を四捨五入し表記しているため、合計が
100％にならない場合がある。
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（6）単位自治組織の加入率

地域差はあるものの、単位自治組織の加入率は年々減少傾向にありま

す。

①鶴岡地域
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

世帯数 34,919 35,010 35,153 35,328 35,568 35,990 36,031 36,141
加入世帯数 30,482 30,343 30,294 30,318 30,375 30,281 30,200 30,252
加入率（％） 87.3 86.7 86.2 85.8 85.4 84.1 83.8 83.7

②藤島地域
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

世帯数 3,117 3,123 3,130 3,144 3,145 3,162 3,173 3,180
加入世帯数 3,024 3,043 3,025 3,034 3,032 3,063 2,931 2,935
加入率（％） 97.0 97.4 96.6 96.5 96.4 96.9 92.4 92.3

③羽黒地域
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

世帯数 2,533 2,551 2,553 2,552 2,565 2,577 2,561 2,587
加入世帯数 2,354 2,386 2,394 2,394 2,407 2,403 2,310 2,289
加入率（％） 92.9 93.5 93.8 93.8 93.8 93.2 90.2 88.5

④櫛引地域
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

世帯数 2,061 2,070 2,105 2,111 2,115 2,141 2,155 2,166
加入世帯数 2,012 2,022 2,027 2,035 2,037 2,042 2,003 2,005
加入率（％） 97.6 97.7 96.3 96.4 96.3 95.4 92.9 92.6

⑤朝日地域
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

世帯数 1,371 1,366 1,375 1,369 1,381 1,369 1,362 1,354
加入世帯数 1,313 1,308 1,311 1,304 1,288 1,221 1,231 1,214
加入率（％） 95.8 95.8 95.3 95.3 93.3 89.2 90.4 89.7

⑥温海地域
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

世帯数 3,065 3,046 3,025 2,987 2,950 2,947 2,902 2,865
加入世帯数 2,985 2,966 2,946 2,909 2,870 2,868 2,728 2,696
加入率（％） 97.4 97.4 97.4 97.4 97.3 97.3 94.0 94.1

⑦鶴岡市全域
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

世帯数 47,066 47,166 47,341 47,491 47,724 48,186 48,184 48,293
加入世帯数 42,170 42,068 41,997 41,994 42,009 41,878 41,403 41,391
加入率（％） 89.6 89.2 88.7 88.4 88.0 86.9 85.9 85.7

※世帯数の数値には、学生寮や特別養護老人ホーム等の世帯も含まれる。
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（7）住民自治組織の形態

本市は、平成 17 年 10 月の市町村合併を経て広大な市域となりました

が、住民自治組織の形態は、旧市町村の形態を踏襲しており、地域ごと

に異なります。

①-1鶴岡地域【市街地】

ⅰ単位自治組織

…
…
…

ⅱ広域コミュニティ組織

…
…
…
…
…

注）組織図の　　　　　　　　　　　　　　は、住民自治組織を示す。

鶴

岡

市

コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
組

織
協

議

会

小学校区ごと6団体

地域住民 町内会 第一学区コミュニティ振興会

サークル等 第二学区コミュニティ振興会

第三学区コミュニティ協議会

第六学区コミュニティ協議会
サークル等

第四学区コミュニティ振興会
各種団体等

第五学区コミュニティ振興会
地域住民 町内会

鶴

岡

市

町
内

会

連
合

会
第 五 学 区 町 内 会 連 合 会

第六学区町内会連絡協議会

地域住民

第 一 学 区 町 内 会 協 議 会

第二学区町内会連絡協議会

第 三 学 区 町 内 会 連 合 会

第四学区町内会連絡協議会

　市街地には、おおむね小学校区単位の6つの学区ごとに、学区内の町内会等や関係団体等で構

成する広域コミュニティ組織であるコミュニティ振興会等があり、市民相互の連帯感の醸成と自

治意識の高揚を図り健康で住みよい豊かな地域づくりを進めることを目的として、コミュニティ

（防災）センターを拠点に、コミュニティ活動が展開されている。なお、コミュニティ振興会等
は、同センターの指定管理者として管理運営にあたっている。

　さらに、市街地の各学区のコミュニティ振興会等で構成する鶴岡市コミュニティ組織協議会が

組織され、コミュニティ振興会等相互の連絡連携を図り、地域コミュニティの維持・活性化に努

めている。

　市街地には、102の単位自治組織（町内会等）があり、住民相互の連絡協調と交流を図りなが

ら、明るく住みよい地域づくりに向けた各種事業が行われている。町内会等の代表者はおおむね
町内会長と称する。

　また、市街地には、おおむね小学校区単位の6つの学区ごとに、学区内の町内会等で構成する

町内会協議会等が、さらに、市街地の全ての町内会等で構成する鶴岡市町内会連合会が組織さ

れ、町内会等相互の連絡調整と調和を図り、住民の意思を市政に反映させるとともに、住民自治
の発展と住民福祉の向上に寄与することを目的として運営されている。

各種団体等

地域住民 町内会

地域住民 町内会

○○会

町　会

地域住民 町内会

町内会

地域住民 町内会
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①-2鶴岡地域【郊外地】

ⅰ単位自治組織

ⅱ広域コミュニティ組織

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

京 田 地 区 自 治 振 興 会

町内会

　郊外地には、146の単位自治組織（住民会等）があり、住民相互の連絡協調と交流を図りなが
ら、明るく住みよい地域づくりに向けた各種事業が行われている。住民会等の代表者は住民会
長・自治会長・町内会長と称する。
　郊外地の15の地区には、地区内の住民会長等で構成する住民会長会等が組織されているところ
もあり、その形態は様々だが、住民会長等相互の連絡調整と住民会等の調和を図り、住民自治の
発展と住民福祉の向上に寄与することを目的に運営されている。

湯 田 川 地 区 自 治 振 興 会

由 良 自 治 会

加 茂 地 区 自 治 振 興 会

大 山 自 治 会

　郊外地の15の地区には、地区内の住民会等や関係団体等で構成する広域コミュニティ組織であ
る自治振興会等があり、住民相互の連帯感の醸成と自治意識の高揚を図り健康で住みよい豊かな
地域づくりを進めることを目的として、コミュニティ（防災）センターを拠点に、コミュニティ
活動が展開されている。なお、自治振興会等は、同センターの指定管理者として管理運営にあ
たっている。
　さらに、郊外地の各地区の自治振興会等で構成する鶴岡市自治振興会連絡協議会が組織され、
自治振興会等相互の連絡連携を図り、地域コミュニティの維持・活性化に努めている。

栄 地 区 自 治 振 興 会

田 川 地 区 自 治 振 興 会

上 郷 地 区 自 治 振 興 会

三 瀬 地 区 自 治 会

小 堅 地 区 自 治 振 興 会

地域住民

サークル等

西 郷 自 治 会

地域住民 住民会 斎 地 区 自 治 振 興 会

鶴
岡
市
自

治
振
興
会
連
絡
協
議
会

サークル等 黄 金 地 区 自 治 振 興 会

各種団体等

湯 野 浜 地 区 自 治 会

各種団体等 鶴岡地域郊外地15団体

大 泉 地 区 自 治 振 興 会
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②藤島地域

ⅰ単位自治組織

ⅱ広域コミュニティ組織

…
…
…
…

注）組織図の　　　　　　　　　　　　　　は、住民自治組織を示す。

　藤島地域には、61の単位自治組織（町内会）があり、住民相互の連絡協調と交流を図りながら、
明るく住みよい地域づくりに向けた各種事業が行われている。町内会の代表者は町内会長と称す
る。
　地域内には、5つの地区ごとに、地区内の町内会長からなる町内会長会が、さらに町内会長全員か
らなる鶴岡市藤島町内会長連絡協議会が組織され、町内会長相互の連絡協調と各町内会の調和を図
り、住民の意思を市政に反映させるとともに、住民自治の発展と住民福祉の向上に寄与することを
目的として運営されている。

八 栄 島 地 区 自 治 振 興 会

各種団体等

町内会長

町内会

町内会長

61町内会

藤島地区町内会長会

鶴岡市藤島町内会長連絡協議会

八栄島地区町内会長会 長沼地区町内会長会 渡前地区町内会長会東栄地区町内会長会

藤
島
地
域
自
治
振
興
会
連
絡
協
議
会

地域住民 町内会

学校・PTA等

町内会

町内会

各種団体等

藤 島 地 区 自 治 振 興 会

渡 前 地 区 自 治 振 興 会

藤島地域5団体

地域住民

東 栄 地 区 自 治 振 興 会学校・PTA等

長 沼 地 区 自 治 振 興 会

　藤島地域では、平成25年度に地区公民館単位の5つの地区に、地区内の町内会や関係団体等で構
成する広域的なコミュニティ組織である自治振興会が設立され、住民相互の連帯感の醸成と自治
意識の高揚を図り健康で住みよい豊かな地域づくりを進めることを方針として、平成26年度に地
区公民館から移行した地域活動センターを拠点に、地域コミュニティ活動を展開している。な
お、自治振興会は、同センターの指定管理者として管理運営にあたっている。
　さらに、平成27年度に各地区の自治振興会で構成する藤島地域自治振興会連絡協議会が設立さ
れ、自治振興会相互の連絡連携を図り、地域コミュニティの維持・活性化に努めている。
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③羽黒地域

ⅰ単位自治組織

ⅱ広域コミュニティ組織

…
…
…
…
…
…
…

注）組織図の　　　　　　　　　　　　　　は、住民自治組織を示す。

羽

黒

地

域

自

治

振

興

会

連

絡

協

議

会
学校・PTA等

羽 黒 第 四 地 区 自 治 振 興 会

地域住民 集落 手 向 地 区 自 治 振 興 会

学校・PTA等

泉 地 区 自 治 振 興 会

地域住民

各種団体等

広 瀬 地 区 自 治 振 興 会

集落

各種団体等 羽黒地域4団体

区長

　羽黒地域では、平成26年度に地区公民館単位の4つの地区に、地区内の集落や関係団体等で構成

する広域的なコミュニティ組織である自治振興会が設立され、住民相互の連帯感の醸成と自治意

識の高揚を図り健康で住みよい豊かな地域づくりを進めることを方針として、平成27年度に地区

公民館から移行した地域活動センターを拠点に、地域コミュニティ活動を展開している。なお、

自治振興会は、同センターの指定管理者として管理運営にあたっている。

　さらに、平成27年度に各地区の自治振興会で構成する羽黒地域自治振興会連絡協議会が設立さ

れ、自治振興会相互の連絡連携を図り、地域コミュニティの維持・活性化に努めている。

手向地区区長会 泉地区区長会 広瀬地区区長会 第四地区区長会

　羽黒地域には、70の単位自治組織（集落）があり、住民相互の連絡協調と交流を図りながら、明

るく住みよい地域づくりに向けた各種事業が行われている。集落の代表者はおおむね区長と称す

る。

　地域内には、4つの地区ごとに、地区内の区長からなる区長会が、さらに区長全員からなる羽黒区

長会が組織され、区長相互の連絡協調と各集落の調和を図り、住民の意思を市政に反映させるとと

もに、住民自治の発展と住民福祉の向上に寄与することを目的に運営されている。

羽黒区長会

区長

単位自治組織（集落） 単位自治組織（集落）
70単位自治組織（集落）
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④櫛引地域

ⅰ単位自治組織

注）組織図の　　　　　　　　　　　　　　は 、住民自治組織を示す。

櫛引区長会

地区 地区

区長 区長

21地区

　櫛引地域には、21の単位自治組織（地区）があり、住民相互の連絡協調と交流を図りながら、明る

く住みよい地域づくりに向けた各種事業が行われている。地区の代表者は区長と称する。

　また、地区を単位とする自治公民館が設置され、社会教育、社会体育活動が活発に行われ、自治組

織と一体となった取り組みが行われている。

　地域内には、区長全員からなる櫛引区長会が組織され、区長相互の連絡協調と各自治会の調和を図

り、住民の意思を市政に反映させるとともに、住民自治の発展と住民福祉の向上に寄与することを目

的に運営されている。
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⑤朝日地域

ⅰ単位自治組織

ⅱ広域コミュニティ組織

注）組 織図の　　　　　　　　　　　　　　は 、住民自治組織を示す。

朝

日

地

域

自

治

振

興

会

連

絡

協

議

会

朝日地域3団体

地域住民 自 治 会 朝 日 中 央 地 区 自 治 振 興 会

有 識 者

…

有 識 者

朝 日 東 部 地 区 自 治 振 興 会

各種団体等

地域住民 自 治 会 朝日南部自治会連絡協議会

各種団体等

　朝日地域では、平成26年度に、地区公民館単位の3つの地区ごとに地区内の自治会や関係団体等で

構成する広域的なコミュニティ組織である自治振興会等が設立され、住民相互の連帯感の醸成と自治

意識の高揚を図り健康で住みよい豊かな地域づくりを進めることを方針として、平成27年度に地区公

民館から移行したコミュニティセンターを拠点に、地域コミュニティ活動を展開している。なお、自

治振興会等は、同センターの指定管理者として管理運営にあたっている。

　さらに、平成27年度に、各地区の自治振興会等で構成する朝日地域自治振興会連絡協議会が設立さ

れ、自治振興会相互の連絡連携を図り、地域コミュニティの維持・活性化に努めている。

朝日地域自治会連絡協議会

自治会 自治会

　朝日地域には、38の単位自治組織（自治会）があり、住民相互の連絡協調と交流を図りながら、

明るく住みよい地域づくりに向けた各種事業が行われている。自治会の代表者は自治会長と称す

る。

　地域内には、自治会長全員からなる朝日地域自治会連絡協議会が組織され、自治会長相互の連絡

協調と各自治会の調和を図り、住民の意思を市政に反映させるとともに、住民自治の発展と住民福

祉の向上に寄与することを目的に運営されている。

自治会長 自治会長

38自治会
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⑥温海地域

ⅰ単位自治組織

ⅱ広域的なコミュニティ組織

注）組織図の　　　　　　　　　　　　　　は 、住民自治組織を示す。

　温海地域には、27の単位自治組織（自治会）があり、自治会活動と公民館活動を一体的に行う自

治公民館方式をとっており、住民相互の連絡協調と交流を図りながら、明るく住みよい地域づくり

に向けた各種事業のほか、生涯学習活動や地域の特性を活かした特色ある公民館活動にも取り組ま

れている。自治会の代表者は自治会長と称する。

　地域内には、自治会長全員からなる温海地域自治会長会が組織され、自治会長相互の連絡協調と

各自治会の調和を図り、住民の意思を市政に反映させるとともに、住民自治の発展と住民福祉の向

上に寄与することを目的に運営されている。

温海地域自治会長会

自治会 自治会

自治会長 自治会長

27自治会

　温海地域では、平成26年度に従来から生涯学習事業等を主として活動してきた地区公民館(4地区)

を発展的に解消し、4つの地区ごとに福祉や防災等地域課題にも取り組む広域的なコミュニティ組織

である地区自治会が設立された。地区自治会は活動拠点施設は持たず、地区内に居住する住民に対

し、生涯学習、体育、文化、防災、福祉等地域づくりに必要な活動を行うことを目的に、地区内の

自治会や関係団体等で構成されている。

学校・保育園・行政等

学校・保育園・行政等
温 海 第 二 地 区 自 治 会

…

温 海 第 一 地 区 自 治 会

温 海 第 三 地 区 自 治 会

温 海 第 四 地 区 自 治 会

各種団体等

地域住民

温海地域4団体

地域住民 自 治 会

自 治 会

各種団体等
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（8）地域コミュニティの成り立ち等

①鶴岡地域

ⅰコミュニティの成り立ち

明治 22年の市制町村制施行において、はじめて自治体としての鶴岡町が誕

生しました。その後、大正 7 年に稲生村、大正 9 年に大宝寺村を合併し、大

正 13 年に鶴岡市となりました。さらに、昭和 30 年 4 月に、隣接する斎村、

黄金村、湯田川村、大泉村、京田村及び栄村の 6村が、7月に田川村、上郷村、

豊浦村及び加茂町の 1町 3村が合併し、昭和 38年 8月に大山町が合併して旧

鶴岡市を形成してきました。

町内会、自治会及び住民会等の住民自治組織については、江戸時代に一定

の住居地区を前提とする地縁を重視した生活共同体から派生した地域集団が、

昭和 15年の部落会町内会等整備要領に基づき整備され、戦後再発足したもの

と、新しく住宅地となり組織化が進んだものがありますが、各組織の世帯数

に大きな差異があります。

昭和 51年からは、社会情勢の変化を踏まえて、住民の自主的なコミュニテ

ィ活動の拠点づくりを進め、郊外地の地区公民館をコミュニティセンターに

移行するとともに、市街地にも学区単位にコミュニティセンターを設置し、

平成元年を以て 21小学校区全てにコミュニティ（防災）センターを設置して、

学区・地区コミュニティ組織が管理運営を行ってきました。なお、現在は、

小学校の統廃合により、小学校区も一部変更になっているところがあります。

ⅱ自然特性・立地

鶴岡地域は、米どころ庄内平野の南部に位置し、地域総面積は 233.91 ㎢、

平野が約 6 割を占めます。古くから庄内地方の政治、経済、文化の中心とし

て発展してきました。

市街地は、城下町として培われた長い歴史と文化が脈々と受け継がれ、街

並みも、鶴ヶ岡城址である鶴岡公園周辺には庄内藩校致道館をはじめとした

歴史的建造物が集中しています。また、市街地を流れる内川は、古くから市

民の川として親しまれています。なお、内川のほかにも、赤川や青龍寺川等

の河川が流れ、農業用水路、排水路等も横断しており、水利は豊富です。

郊外地は、良質な庄内米が栽培されており、海や山等の豊かな自然環境に

も恵まれ、海産物や山菜が豊富です。

ⅲその他

人口の 66％、世帯の 70％が市街地に集中しており、市街地と郊外地に二極
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化しています。

②藤島地域

ⅰコミュニティの成り立ち

明治 22年に旧藤島・東栄・八栄島・長沼・渡前の各村が発足、その後大正

11年に町制を施行した藤島町と東栄・八栄島・長沼の3村が昭和29年に合併、

翌昭和 30年に渡前村が編入合併し、旧藤島町を形成してきました。

その経過から、これまで旧藤島・東栄・八栄島・長沼・渡前村単位に地区

公民館を設置し、生涯学習活動を中心とした地域活動に取り組んでいました

が、平成 26 年 4月より各地区とも新たに地域活動センターに移行し、総合的

な地域活動の拠点施設としてコミュニティ活動を担うこととなりました。

ⅱ自然特性・立地

藤島地域は、庄内地方のほぼ中央に位置していることから明治 11年に東田

川郡役所が置かれる等農村地域の中心として発展してきました。

面積は 63.22k ㎡で、その約 85％が平坦な地形、約 60％が農用地として利

用される等、庄内平野を代表する水稲地帯を形成しています。

ⅲその他

藤島地域の中心部にある藤島地区は地域の世帯の約半数を占めていますが、

県水田農業試験場をはじめ県庄内農業技術普及課、県立庄内農業高校、土地

改良区等の農業施設が集約され、市の公共施設や学校、商店等もあわせて市

街地を形成しています。その関係から各地区とも世帯数は横ばい、人口は減

少傾向となっている中で、藤島地区は世帯数が漸増しています。

③羽黒地域

ⅰコミュニティの成り立ち

明治 22年に市制町村制が施行され、手向・泉・広瀬村が誕生しました。昭

和30年 2月 1日には町村合併促進法のもとに、3村が合併して羽黒町となり、

その後、平成 17年 10 月 1日に鶴岡市と合併し現在に至っています。

昭和 45 年 4 月から、手向、泉、広瀬地区に地区公民館が設置され、平成 3

年度には、昭和 40年の学区再編により泉地区の一部と広瀬地区の一部を学区

とする第四小学校が設置されていますが、その学区をエリアとして四小地区

公民館を開設し、4 館で地区公民館活動が行われてきました。平成 27 年 4 月

からは、新たに地域活動センターに移行し、各地区自治振興会が指定管理者
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となり、総合的な地域活動の拠点施設としてコミュニティ活動を担うことと

なりました。

なお、平成 28年 4月からは、小学校が統合により 3校となりますが、地域

活動センターは 4地区のままで活動を進めることとしています。

ⅱ自然特性

総面積は 109.61 ㎢、月山・羽黒山の山麓を含み赤川周辺までを範囲として

います。山岳地、中山間地、平野からなり、半分以上が山麓、中山間地に属

しています。農業・畜産業が盛んであり、山岳地、中山間地においては積雪

が多くあります。

主要地方道鶴岡羽黒線沿いに集落を形成しているほか、中山間地や平地に

小規模な集落が点在しています。手向地区は古くから出羽三山神社の門前集

落であり宿坊が多く、家屋が連担しています。広瀬地区には、明治 5 年に庄

内藩の武士達が荒野を開墾開拓し、その後養蚕業を興した松ヶ岡開墾場があ

ります。

ⅲその他

手向・泉・広瀬地区単位での活動団体や自治振興会地区単位の団体はあり

ますが、羽黒全域で構成されている団体が多い状況です。

近年住宅開発をした地域や別荘地等、新規居住者が増える単位自治組織も

存在していますが、積雪が多い中山間地では、特に人口減少、少子化が進ん

でいます。

④櫛引地域

ⅰ コミュニティの成り立ち

昭和 29年 12 月、山添村と黒川村が合併し櫛引村となりました。昭和 31年

1月、鶴岡市大字勝福寺の一部（三千刈地区）を編入し、昭和 41 年 12 月には

町制を施行し櫛引町となりました。

地理的に赤川を挟んでの合併であり、新村の融和促進を図る観点から旧村

単位の組織を設けず全村的な組織づくりが進められてきました。櫛引村誕生

当時の集落数は 44でしたが、自治会運営の効率化や行政による統合の誘導に

より集落が統合し、昭和 51年には 22集落となりました。平成 21年には、集

落の戸数減少による自主的な統合によって、集落数は 21となり現在に至って

います。

当時、櫛引村は合併後、1村に 1館の中学校区をエリアとする公立公民館を

置く一方、住民に最も身近である集落ごとに自治公民館の設置を奨励・促進
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してきました。以降、自治公民館を拠点に集落単位で社会教育、社会体育活

動が行われてきました。

ⅱ自然特性・立地

櫛引地域の総面積は 80.18ｋ㎡で、そのうち山林・原野が約 39％、田畑が

約 33％、宅地が約 3％となっています（平成 18 年 1 月 1 日現在）。中山間地

域もありますが、いずれの集落も櫛引庁舎から車で 10分程度というコンパク

トな地勢となっています。

ⅲその他

単位自治組織の数も 21 集落とコンパクトであり、1 集落あたりの世帯数が

比較的多くなっています。

小学校区単位の地区公民館がなく、地域コミュニティを構成する各種団体

の活動が中学校区単位で行われています。

⑤朝日地域

ⅰコミュニティの成り立ち

明治 22年の市制町村制施行により 18村が東村、本郷村、大泉村の 3村に、

また昭和 29年 8月には、3村が合併し、朝日村が誕生しました。

コミュニティセンターの前身となる公民館は、昭和 27年、旧東村に 2館（大

網、東岩本）、旧大泉村に 2館（大鳥、大泉）が役場・学校との併設で設置さ

れ、さらに朝日村誕生後の昭和 30年、役場新庁舎建設に伴い旧本郷村役場を

転用して 1館（本郷）が設置されました。その後、昭和 40年に、当時の 8小

学校区の中で設置されていなかった 3 地区（大針、熊出、名川）についても

公民館が設置され、平成 7年には、8つの公民館が 3地区公民館（中部・南部・

東部）に再編されました。

平成 27 年度より、3 地区公民館がコミュニティセンター（朝日中央・朝日

南部・朝日東部）に移行して、総合的な地域活動の拠点施設としてコミュニ

ティ活動を担うこととなりました。

ⅱ自然特性・立地

庄内地方最南端に位置し、569.17 ㎢の市内最大の地域面積となっています

が、その 94％が山岳・林野地帯という山間地で、河川沿いのわずか 3％の平

地を農地や宅地としています。また、積雪 1.5ｍから 3ｍにも達する豪雪地帯

となっています。
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ⅲその他

少子高齢化が進んでおり、単位自治組織の世帯数も少なくなっています。

よって、各組織の予算規模も小さいものとなっています。

⑥温海地域

ⅰコミュニティの成り立ち

明治 22 年の市制町村制施行により、それまでの 19 村が、温海村、念珠

関村、福栄村の 3村に合併し、その後、明治 25年に温海村から山戸村が分

離独立しました。昭和 13 年には旧温海村が温海町となり、昭和 29 年にそ

れら 1町 3村が合併し温海町となりました。

昭和 33年に温海町中央公民館を中心とした 4つの地区公民館のもと、31

集落（部落）に自治（部落）公民館を設置整備し分館に位置づけ、現在の

公民館体系の基礎が構築されました。

その後、自治会が行う集落活動と自治公民館が行う学習活動等が一体と

なった「自治公民館方式」での活動を行ってきました。

平成 17年の市町村合併により、温海ふれあいセンターを温海地域全体の

鶴岡市温海公民館とし、そのもとに第 1～4 の 4 つの地区公民館を配置し、

自治公民館からは分館の位置づけを外し、事業展開を行ってきました。

平成 25年度を以って地区公民館を廃止し、平成 26年度には、4つの地区

ごとに、防災・福祉・地域づくり等の活動にも取り組むことを目的にした

広域的なコミュニティ組織の地区自治会が設立されました。常設の活動拠

点施設は持ちませんが、活動に応じてこれまで地区公民館があった各地区

内の自治公民館等を活用しています。

ⅱ自然特性・立地

山形県の日本海側に面した西南端に位置し、長さ約 16㎞を一辺としたほ

ぼ正方形をなしており、総面積は 255.40 ㎢で、その約 89％は山林であり、

耕地は少なく、海岸線は庄内海浜県立自然公園に指定され、変化に富んだ

海岸線を形成しています。噴火で噴出した玄武岩が海中までのび、暮坪の

立岩、鼠ヶ関の弁天島等の景勝をつくり、入江の多くは漁港として利用さ

れています。

川は、摩耶山系に源を発し、4本の川が東西にほぼ平行して流れ、日本海

に注いでいます。その河川沿いには 27の集落が点在しており、温海川の中

流には温海岳の山懐に抱かれた、開湯一千年の温海温泉があります。

気候は、一部海岸線は温暖ですが、他は一般に寒冷で、山間部では積雪

が 2メートルを超える集落もあります。
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ⅲその他

海、山、川、温泉等の天然資源があり、職業が多種多様ですが、職場は鶴

岡地域が多く昼間人口は非常に少ないです。また高齢化率・高齢者世帯比率

等は高く、人口減少率も高い地域です。
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3 計画の基本的な考え方

本計画では、今後 5年（平成 32年度）を見据え、地域特性を活かした住

民主体による持続可能な地域づくりを進め、住民の安全・安心な暮らしを

確保するとともに、さらに心豊かな暮しを築くことを目指します。

この実現に向け、地域コミュニティをめぐる現状や地域コミュニティが

抱える問題・課題等を再整理し、4本の計画の柱を定めるとともに、鶴岡地

域から温海地域までの特性や事情に配慮した、今後 5 年間の単位自治組織

と広域コミュニティ組織に係る地域ごとの取り組みと、全地域に共通な市

の地域コミュニティ施策を定めます。

さらに、この計画を踏まえて、各住民自治組織による地域の特性を活か

した「地域ビジョン」の策定を推進し、地域と行政が連携・協力のもと、

具体的な取り組みを進めます。

《目指す5年後の方向性（平成32年度）》
地域特性を活かした住民主体による持続可能な地域づくりを進め、
住民の安全・安心な暮らしを確保するとともに、さらに心豊かな暮しを築く

《基本理念》
市民がまちづくりの主役として、個性あふれ豊かさを実感できる
地域社会を築く地域コミュニティの構築

鶴岡市地域コミュニティ基本方針

鶴岡市地域コミュニティ推進計画

基本方針の推進

《目指すコミュニティ像》
・笑顔であいさつを交わす心の通った地域コミュニティ
・より良い地域環境を築くため、皆が力を合わせる地域コミュニティ
・地域課題の解決に向け、住民が主体的に取り組む確かな地域コミュニティ
・地域ごとの異なる文化や歴史を尊重し、個性あふれる地域コミュニティ

《計画の柱》
Ⅰ心の通い合う持続可能な住民自治組織づくり
Ⅱ住民の安全・安心な暮らしの確保
Ⅲ住民主体による地域課題解決力の向上
Ⅳ地域の特性を活かした魅力の維持・再発見

推進計画の実践

地域ビジョン
（各住民自治組織で、将来の目指す姿と

実現に向けた取り組みを策定）
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取り組みに向けた連携イメージ

※このイメージ図は、地域コミュニティの中核を担う住民自治組織と、地域の各種関係団体や企業、個人

等が連携・協力しながら、また、市は各種支援と情報提供等により下支えしながら、地域が一体となっ

て地域課題の解決等の地域づくりに取り組み、目指す 5 年後の方向に向かうことを表したものです。
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4 地域課題と取り組み

（1）鶴岡地域

～安全・安心な暮らしを守るための基盤強化と地域の魅力づくり～

鶴岡地域では、歴史的経過や地理的要因により、市街地と郊外地における単

位自治組織の人口規模や成り立ち等はそれぞれ異なっていますが、これまで 30

年余に渡り概ね小学校区を範囲として、単位自治組織と広域コミュニティ組織

が共存し、活発な地域コミュニティ活動が展開されてきました。しかし、中心

市街地や郊外地では、人口減少、高齢化の進行により単位自治組織の機能維持

が困難になってきており、また、新興住宅地では、生活様式の多様化、個々の

帰属意識の低下等により担い手が不足する等、地域コミュニティをめぐる様々

な問題が浮き彫りになっています。

このような状況の中で、本地域では、今後、特に必要性が高まる地域住民の

安全・安心な暮らしの確保をはじめとした地域課題の解決を図るため、市街地

と郊外地、それぞれの学区・地区の実態を十分に踏まえながら、持続可能な組

織運営に取り組みます。あわせて、地域の関係団体を含めた地域コミュニティ

に関わる組織間の情報共有を図るとともに、広域コミュニティ組織による単位

自治組織への機能補完や事業支援を行う等、一層の連携・協力を進め、コミュ

ニティ活動の基盤強化に取り組みます。

また、地域固有の歴史・伝統・文化において、持続可能な形で継承し、地域

や地域に住む人の魅力を子ども達に伝え郷土愛を育みながら、地域内外の人が、

ここに住んでみたい、今後も住み続けたい、地域の魅力づくりに取り組みます。
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【計画の構成】

Ⅳ地域の特性を活かした魅

力の維持・再発見

Ⅲ住民主体による地域課題
解決力の向上

≪計画の柱≫

Ⅱ住民の安全・安心な暮ら
しの確保

Ⅰ心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

②住民自治組織への理解促進と会員確保

③将来を見据えた持続可能な組織づくり

④活動の新たな担い手となる人材育成・確保

⑤地域課題の把握と共有

⑥緊急時や災害時に備えた会員情報の把握

⑦地域の魅力となる伝統芸能等への理解促進

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

①地域課題解決型運営の強化と単位自治組織

の機能分担

②将来を見据えた持続可能な組織づくり、魅

力的な事業づくり

③地域の課題解決やコミュニティ活動の輪を

広げるためのコーディネート

④地域課題解決の手法として地域資源を活か
したコミュニティビジネスの検討

⑤地域の魅力を再発見し地域の子どもの郷土
愛を育む環境づくり

①地域内の環境の変化（地域課題）に気づく

ための場づくり

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

①地域内の環境の変化（地域課題）に気づくための場づくり         

住民同士のつながりの希薄化が進み、隣近所の支え合い意識が低下する中で、

気づきや共有の拠り所となる住民同士の話し合いの機会も減少傾向にあり、と

りわけ人口が集中する都市部の市街地では一層懸念されます。困っている人達

や悩んでいる人達が抱える小さな声を発掘・収集するため、住民が気軽に話し

合える雰囲気や場づくりが必要です。
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【具体的取り組み】

○笑顔で挨拶を交わす取り組みの実践

○近隣が気軽に話し合える雰囲気や場づくり

○新しく住民になった人も気軽に参加できる事業の開催

②住民自治組織への理解促進と会員確保                  

鶴岡地域の住民自治組織加入率は、市域では一番低く、かつ、低下傾向にあ

ります。特に転入者や、とりわけ市街地ではアパート入居者の未加入が問題と

なっています。住民自治組織に対する理解を深めるとともに、新たな会員の確

保が必要です。

【具体的取り組み】

○住民自治組織の存在意義や役割等を共有する機会と場づくり

○あきらめず誘い続ける声がけの実践

○単位自治組織、関係団体、市との連携・協力によるアパート家主及び入居

者等への単位自治組織加入活動の実践

○市との連携による、転入者の住民票異動手続きの際の加入呼びかけとチラ

シの配布

③将来を見据えた持続可能な組織づくり                  

会員の高齢化と減少により、会費収入が減少傾向にあるほか、実施困難な事

業も発生する等、組織運営が困難になりつつあります。平成 26 年 7月に実施し

た「鶴岡地域住民自治組織活動状況調査」では、63.9%の単位自治組織が会員の

高齢化を組織運営上の問題として回答しており、とりわけ郊外地に多く見られ

ます。将来を見据えた持続可能な組織づくりが必要です。

【具体的取り組み】

○将来を見据えた会費のあり方の検討

○既存事業内容の見直し

○役員の負担軽減に向けた役割分担等の検討

○単位自治組織の再編・統合等をテーマにした意見交換会の開催

④活動の新たな担い手となる人材育成・確保                

少子高齢化の進展や若い世代の参加意識の希薄さ等もあり、役員の担い手不

足と固定化が進んでいます。「鶴岡地域住民自治組織活動状況調査」では、53.2％

の単位自治組織が役員の担い手がいない・少ないと回答しており、とりわけ市

街地に多く見られます。活動の新たな担い手となる、特に若い世代や女性、退

職者等の人材の育成・確保が必要です。
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【具体的取り組み】

○若い世代等が企画・担当する事業や若い世代等を意識した事業の開催

○多世代参加・交流型事業の開催

○人材育成研修事業への参加

○女性の力の活用、女性の活躍の場の拡大

○事業を通じて自分が必要とされている喜びや達成感・生きがいを感じる仕

掛けづくり

○退職者が地域活動を始めるためのきっかけづくり

⑤地域課題の把握と共有                         

高齢者のみ世帯の増加等を前提に、多くの単位自治組織が、今後力を入れて

いきたい活動分野として、防災・福祉を挙げています。地域課題を把握し地域

で広く共有するとともに、世帯数の減少等により単位自治組織の機能維持が難

しくなる中で、地域課題の解決に向けた新しい事業の検討と既存事業内容の見

直しが必要です。

【具体的取り組み】

○地域の現状と課題を共有するワーキングの開催

○課題解決に取り組むための新しい事業の検討と既存事業内容の見直し

⑥緊急時や災害時に備えた会員情報の把握                 

緊急時や災害時に備え、多くの単位自治組織では、世帯カード等を作成して

いますが、住民の協力が得にくいとの声があります。特に避難行動要支援者を

はじめとした緊急時や災害時に備えた会員情報の把握に向け、行政と連携・協

力のもと、個人情報の提供に係る理解を深めながら、住民合意に基づく実情に

即した情報収集が必要です。

【具体的取り組み】

○住民情報の収集の必要性と活用方法等を説明する機会と場づくり

○単位自治組織や広域コミュニティ組織、民生委員・児童委員、社会福祉協

議会、市等による住民情報収集活動に係る意見交換会や研修会の開催

○市の避難行動要支援者個別支援計画等作成支援事業を活用した名簿の作成

○個人情報の取得や取り扱いにかかる研修会等への参加

⑦地域の魅力となる伝統芸能等への理解促進                 

担い手が不足し伝統芸能の継承に不安を抱えており、お祭り等の伝統行事も

参加者を確保することが難しくなってきています。子どもの頃から伝統芸能や

伝統行事に理解を深めるとともに、運営形態等の見直しを図りながら、新たな

人材の取り込みが必要です。
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【具体的取り組み】

○子どもの頃から伝統芸能や伝統行事への理解を促すような機会づくり

○開催日や運営形態等を工夫し若い人材の確保や参加しやすい環境づくり

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

①地域課題解決型運営の強化と単位自治組織の機能分担            

鶴岡地域では、これまで 30年余に渡り単位自治組織と広域コミュニティ組織

が共存し、活発な地域コミュニティ活動が展開されてきました。しかし、昨今

の社会情勢の変化により、単位自治組織が抱える地域課題は多様化し、また、

機能維持は難しくなってきており、広域コミュニティ組織による機能補完と事

業等へのサポートが必要です。

今後、特に必要性が高まる地域の安全・安心の確保をはじめとした地域課題

の解決を図るため、単位自治組織と広域コミュニティ組織が、一層の連携・協

力のもと、機能や役割を分担しながら取り組むことが必要です。

【具体的取り組み】

○地域課題解決の取り組みに向け、幅広い年齢層や様々な立場の住民が参加

するワークショップ等を通じ、広く住民の声を反映した「地域ビジョン」

の策定

○単位自治組織が行う諸事業へのサポート

○自主防災活動等の単位自治組織と広域コミュニティ組織の機能補完・役割

分担に係る会議の開催

②将来を見据えた持続可能な組織づくり、魅力的な事業づくり        

事業が多く事務局の負担が増加していることや、役員が一斉に交代するとこ

ろ等もあり、地域課題の解決に積極的に動けない状況が伺えることから、組織

の機能や役割、既存事業の内容等を見直す等、持続可能な組織づくりが必要で

す。

また、事業においては、マンネリ化や参加者の固定化、担い手不足が問題と

なっており、若者等を惹きつける魅力的な事業企画・運営が必要です。

【具体的取り組み】

○各種団体の事務局や機能を広域コミュニティ組織に集約する、あるいは取

り込んだ機能を見直す等、地区の現状に応じた組織の再構築

○住民の声を反映した活動の優先順位付けや事業内容の見直し

○広域コミュニティ組織職員を対象とした各種研修会の開催
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③地域の課題解決やコミュニティ活動の輪を広げるためのコーディネート   

住民等における課題解決に向けた取り組みを、地域資源（組織・団体、人材

等含む）や行政とつなぎ支援していく役割が必要です。また、コミュニティセ

ンター等を起点に、人材を育成・発掘するとともに、情報発信力を強化しなが

ら、団体相互の交流や団体等の新たな地域活動への関わりを設ける等、地域コ

ミュニティ活動の輪を広げる役割が必要です。

【具体的取り組み】

○地域の困りごと相談とその課題解決に向けたコーディネート

○各種団体組織による組織連携に向けた情報交換会の開催

○住民活動の場を広げるコーディネート

○コミュニティ広報紙の内容の充実による情報発信力の強化

○地域で活躍できる人材育成のための研修の機会の充実

④地域課題解決の手法として地域資源を活かしたコミュニティビジネスの検討

豊かな地域資源の有効活用や高齢者生活ニーズへの対応等、地域課題解決の

手法として、持続性や経済性の観点から、コミュニティビジネスの取り組みに

向けた検討が必要です。

【具体的取り組み】

○コミュニティビジネスの取り組みに向けた検討

⑤地域の魅力を再発見し地域の子どもの郷土愛を育む環境づくり       

地域への無関心層が拡大しています。また、郊外地では小学校の再編が進み、

学校と地域が協力して取り組んできた事業がなくなる等、地域と子どものつな

がりが薄れることによる地域活力の低下等が懸念されています。地域と子ども

のつながりを深めながら、地域や地域に住む人の魅力を再発見できる機会を提

供する等、地域の子どもの郷土愛を育む取り組みが必要です。

【具体的取り組み】

○放課後子ども教室等を活用した、子ども達の郷土愛を育む地域教育活動の

実践

○出来る限り地域事情に配慮した学校運営の実践
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（2）藤島地域

～子どもから高齢者まで、仲良く住みよい藤島づくり～

藤島地域は、旧来中心部は商工業が集積する一方で、その周辺部は水田農業

地帯として発展し、これらの担い手である商工業者や農業者を中心にコミュニ

ティ活動が行われてきました。しかし、農業情勢や産業構造の変化等、地域コ

ミュニティをめぐる現状は変化し、これを支える担い手が減少してきています。

また、藤島地域の中心部に市街地を形成する藤島元町地区は、周辺部の宅地

開発により世帯数が漸増していますが、コミュニティへの帰属意識が低下する

中で、良好な近隣関係を築くことが難しくなっています。一方、藤島元町地区

及びその周辺以外では、少子高齢化と若者の流出による世帯数の減少が続き、

単位自治組織における機能維持が難しくなる等、組織の立地環境により課題も

異なっています。

このような背景から、平成 25年度に、安全・安心のまちづくりに向け、機能

維持が難しくなりつつある単位自治組織への機能補完や、単位自治組織だけで

は解決できない防災や福祉等の様々な地域課題に広域的に取り組むため、各地

区単位に広域コミュニティ組織が新たに設立されました。

これまでの単位自治組織の活動に加えて、広域的なコミュニティ活動の展開

により、地域課題の解決を図りながら、子どもから高齢者まで、仲良く住みよ

い藤島づくりに取り組みます。
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【計画の構成】

≪計画の柱≫

地域の特性や資源を活か

した魅力の維持・再発見

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

住民主体による地域課題

解決力の向上

住民の安全・安心な暮ら

しの確保

心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

②財政運営と会費のあり方の検討

③広域コミュニティ組織との連携による事業

内容の見直し

④広域コミュニティ組織と一体となった安

全・安心な体制づくり

①地区自治振興会の発足で新たな活動

②財政基盤の確立

③地区内外の団体と連携強化

④福祉と防災で新たな役割を確立

①各世代の住民ニーズにあった活動に再構築

⑤高齢者を近隣の輪で支える体制を再構築

Ⅰ心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

Ⅱ住民の安全・安心な暮ら

しの確保

Ⅲ住民主体による地域課題

解決力の向上

Ⅳ地域の特性を活かした魅

力の維持・再発見

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

①各世代の住民ニーズにあった活動に再構築                

生活スタイルの多様化と市民意識の変化により、コミュニティへの帰属意識

が希薄化し、世代間におけるコミュニティ意識の違いや、高齢化による担い手

不足が進んでいることから、住民自治組織の意義や活動に対する理解促進を図

るとともに、各世代の住民ニーズに合った活動の再構築が必要です。

【具体的取り組み】

○子ども達の郷土愛を育む地域教育活動の実践

○各世代が単位自治組織活動に参加しやすい雰囲気や場づくり

〇単位自治組織の存在意義を確認し問題・課題を共有するワーキングや講演

会等の開催

〇アンケートを活用してのコミュニティ活動に必要な住民情報や住民ニーズ

の収集・把握
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②財政運営と会費のあり方の検討                     

会員減少や高齢者世帯の減免等に伴う会費収入減によって、単位自治組織の

財政運営が難しくなっており、小規模組織では会費負担が重くなってきている

ことから、単位自治組織の財政運営の見直しや、会費のあり方の検討が必要で

す。

【具体的取り組み】

○会費収入に見合った事業運営に向けた住民合意に基づく活動の優先順位付

けや内容の見直し

〇各種団体・組織の統合・再編の検討

③広域コミュニティ組織との連携による事業内容の見直し          

生涯学習活動をはじめとする事業全般の実施にあたって、就労形態の多様化

に加え、少子高齢化による担い手不足とともに、事業のマンネリ化により参加

者が減少し、実施困難な状況が見られるようになってきました。

住民ニーズの把握により事業の優先順位付けを行うとともに、広域コミュニ

ティ組織等との連携・協力により、魅力的な事業の企画立案に取り組むことが

必要です。

【具体的取り組み】

○従来行われてきた事業内容の再点検・見直し

〇広域コミュニティ組織等と連携しての生涯学習事業の実施

〇多様な媒体を活用した事業周知、年齢層やライフステージを意識した PR活

動

④広域コミュニティ組織と一体となった安全・安心な体制づくり          

会員の高齢化・減少、若者の減少、さらに平日昼間の人口減少等、地域の防

犯・防災体制（消防団等を含む）を弱体化させる要因が増えてきており、高齢

者と子どもたちの安全・安心の確保のために、自主防災組織の機能強化と子ど

もの見守り体制の構築が必要です。単位自治組織での対応に限界がある場合に

は、広域コミュニティ組織と一体となって取り組みます。

【具体的取り組み】

○自主防災組織の機能点検

〇有事を想定した防災訓練の実施

〇緊急時や災害時に備えた住民情報収集の必要性、取り扱い方法、活用方法

及び活用成果についての説明

〇地域住民の防犯意識の啓発活動

〇学校、保護者、単位自治組織、広域コミュニティ組織、地域団体との連携

による「見守り隊」活動の実践
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⑤高齢者を近隣の輪で支える体制を再構築                 

高齢者の生活ニーズ（除雪・買い物・通院等）への支援要請は年々増加して

います。広域コミュニティ組織との連携により役割分担を明確にし、単位自治

組織においては、近隣の輪の再構築に取り組む必要があります。

【具体的取り組み】

〇高齢者の生活ニーズ（支援が必要な人と支援ができる人の情報収集、必要

とされる支援内容の洗い出し、高齢者支援のボランティア体制の確立）へ

の対応策の検討

〇単位自治組織と広域コミュニティ組織との機能・役割分担会議の開催

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

①地区自治振興会の発足で新たな活動                   

少子高齢化による人口減少の中で単位自治組織の機能維持が難しくなってき

ており、防災や福祉の分野における単位自治組織の機能補完や広域的課題の解

決、生涯学習活動の推進等に取り組む必要があることから、平成 25年に地区自

治振興会（広域コミュニティ組織）が発足しました。将来的に、地域課題を踏

まえた単位自治組織と広域コミュニティ組織の連携・役割分担のもと、課題解

決型広域コミュニティ組織運営への取り組みが必要です。

【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織の意義と活動内容の PR

〇各種団体・組織の統合・再編の検討

〇地域コミュニティの実態を把握するための調査の継続実施

〇住民の声を反映した「地域ビジョン」の策定

〇各種団体組織（広域コミュニティ組織、単位自治組織、社会福祉協議会等

の団体）による情報交換会の開催、連携に向けた検討

〇地区担当職員による行政側の情報提供、地域課題の情報収集、解決に向け

た取り組み支援

〇アンケートを活用してのコミュニティ活動に必要な住民情報や住民ニーズ

の収集・把握

〇ワークショップによる人材の掘り起しと住民ニーズの把握

②財政基盤の確立                            

地区自治振興会の運営は、現在会費を徴収することなく行われており、今後

新たな事業に取り組むにあたっては、会費制の導入やコミュニティビジネスを

含めた活動資金の確保が必要です。
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【具体的取り組み】

○会費のあり方の検討

〇住民合意に基づく活動の優先順位付けや内容の見直し

〇コミュニティビジネスの取り組みに向けた検討

③地区内外の団体と連携強化                       

地区内（広域コミュニティ区域内）には従来からの各種団体・協議会が多く

ありますが、地域全域で構成される組織の支部組織である場合も多く、各種団

体同士の情報交換や交流が十分とはいえないことから、地区内外の各種団体と

の連携強化が必要です。

【具体的取り組み】

○各種団体組織（広域コミュニティ組織、単位自治組織、社会福祉協議会等

の団体）による情報交換会の開催、連携に向けた検討

〇人材育成のための研修機会の充実（単位自治組織若手を対象とした研修会、

PTA と連携しての地域人材育成研修会、コミセン職員研修会等）

〇町内会長連絡協議会等地域全域で構成される組織と広域コミュニティ組織

との連絡調整会議の開催

〇広域コミュニティ組織連絡協議会の設立と組織間の情報共有・連携

④福祉と防災で新たな役割を確立                     

高齢者や要支援者が増加し、会員の高齢化・減少、若者の減少、さらに平日

昼間の人口減少等、地域の防犯・防災体制（消防団等を含む）を弱体化させる

要因が増えてきており、単位自治組織での対応には限界があることから、緊急

時における市、広域コミュニティ組織、単位自治組織の役割分担を確立すると

ともに、関係団体との協力・連携体制の構築が必要です。

福祉面においては、高齢者の生活ニーズ（除雪・買い物・通院等）への支援

要請は年々増加していることから、広域コミュニティ組織がはたすべき役割を

明確にし、対応することが必要です。

【具体的取り組み】

○単位自治組織と広域コミュニティ組織、市による機能・役割分担会議の開

催

〇単位自治組織と情報を共有する体制づくり

〇学校、保護者、単位自治組織、広域コミュニティ組織、地域団体との連携

による「見守り隊」活動の実践

〇関係団体等との協働による防災訓練の実施

〇高齢者の生活ニーズ（支援が必要な人と支援ができる人の情報収集、必要

とされる支援内容の洗い出し、高齢者支援のボランティア体制の確立）へ
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の対応策の検討

〇高齢者の生活ニーズを踏まえ、持続可能な課題解決の手法として、コミュ

ニティビジネスの取り組みに向けた検討
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（3）羽黒地域

～みんなで育てる羽黒の魅力、笑顔あふれる地域活動の推進～

羽黒地域には、小規模な単位自治組織が多く、人口減少等に伴う活動の低下

が懸念されるため、単位自治組織活動に加えて、平成 26年度に設立した広域コ

ミュニティ組織により、地区を単位とした生涯学習事業の実施や、防犯、防災、

福祉活動等の地域コミュニティ活動が行われています。

新たに設立した広域コミュニティ組織は、旧地区公民館単位の 4 組織となっ

ていますが、昭和 30年までの旧 3村単位で活動する団体や、羽黒全域を対象と

して活動する団体等、地域コミュニティに関わる組織・団体が混在している状

況にあります。そのため、まだ活動を始めて間もない広域コミュニティ組織へ

の理解を深めるとともに、これらの組織・団体が連携・協力を図り、活動しや

すい環境づくりに取り組みます。

また、人口減少を止めるためには、次代を担う若者にとって魅力ある地域づ

くりが必要であり、出羽三山神社をはじめとした羽黒の歴史や文化等の魅力を

再認識し、伝えるために、地域づくり団体による郷土愛を育てる積極的な活動

が行われています。あわせて、住民自治組織や地域づくり団体等が、子どもか

ら高齢者まで誰もが楽しく地域づくりに参画できる環境を整備しながら、笑顔

あふれる地域をつくるための活動を推進していきます。
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【計画の構成】

地域の特性や資源を活か

した魅力の維持・再発見

≪計画の柱≫

住民主体による地域課題

解決力の向上

心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

②役員等の負担軽減と担い手の育成

③子どもや若者の事業参加や活動の担い手を

確保する環境の整備

④福祉・防犯・防災等安全で安心な地域づく

りの推進

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

①広域コミュニティ組織への理解と協力の促
進

②単位自治組織等との連携と役割分担及び人

材の育成

③若者に魅力ある地域、子育てしやすい地域

づくり

④防災拠点としての自主防災活動の推進

①集落規模の縮小と活動減少への対応

⑤福祉・防犯体制の推進

Ⅱ住民の安全・安心な暮ら
しの確保

Ⅰ心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

Ⅲ住民主体による地域課題
解決力の向上

Ⅳ地域の特性を活かした魅

力の維持・再発見

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

①集落規模の縮小と活動減少への対応                   

少子高齢化の進展により会員は減少傾向にあります。また、鶴岡地域の市街

地に比べ会費負担が大きく、高齢者世帯等会費減免世帯の増加による収入減少

等、運営経費の確保が課題となってきます。

また、人的要因により従来からの事業実施が難しくなっているものもあり、

共同作業の手法の見直し等、事業運営等の見直しを迫られています。

少子化や人口流出に伴い単位自治組織を担う人材は少なくなり、単位自治組

織の存続に対する懸念があります。子ども会は近隣の単位自治組織と一緒に活

動する等工夫をしていますが、老人クラブや婦人会等では会員の減少や役員の

担い手不足により、休会や解散する団体がある等、集落内の活動減少への対応

について検討が必要です。
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【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織と連携した事業体制の構築

○住民自治組織の運営や事業内容の見直し

○近隣の単位自治組織との連携や統合の検討

②役員等の負担軽減と担い手の育成                      

役員はおおむね輪番制で選出されていますが、会員の少ない単位自治組織に

おいては、複数の役職の兼務や役員の固定化が生じており、実際の活動に結び

ついていない役職も見受けられます。さらに、単位自治組織の会長は、市や関

係団体の役職も複数担っており、広域コミュニティ組織との関わりも含め、負

担が大きくなっています。

そのため、役員の負担軽減に向けて、市や関係団体と連携のもと、組織体制

の見直しを図るとともに、新たな人材の育成・確保に向けた取り組みが必要で

す。

【具体的取り組み】

○役員の負担軽減につながる効果的な組織体制の見直し

○役員を育成する仕組みづくり

③子どもや若者の事業参加や活動の担い手を確保する環境の整備       

スポーツ少年団活動等により子どもやその親世代が忙しく、レクリエーショ

ン大会等地区行事への参加調整が難しくなっており、さらに少子化や就労形態

の多様化により、伝統行事や地域活動への参加者が減少する等の影響も生じて

います。

また、集落単位で班を形成している消防団は、地域の消防活動とともに若者

の地域活動や役員への入り口としての役割を担っていますが、人員不足により

欠員が生じ班の再編が検討されているほか、新興住宅地では担い手がいても断

られるケースも多く、団員確保が課題となっています。あわせて、女性や若者

の地域活動に関わる機会が少ないため、活動の機会の設定や、リーダーの育成

が必要となっています。

そのため、子どもや若者の事業参加や活動の担い手の確保に向け、地域活動

への参加意識の向上と理解促進を図っていくことが必要です。

【具体的取り組み】

○若者のリーダー育成講座や研修会の開催

○若者が主体的に行う事業への支援

○子どもや若者の地域における活動の拡大による意識付け

○活動内容や開催日の検討等伝統文化や行事が継承できるような環境づくり

○小中学校や高等教育機関、企業等への協力要請
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④福祉・防犯・防災等安全で安心な地域づくりの推進            

自主防災会は組織されていてもその機能を十分に果たせないところもあり、

さらに消防団では平日昼間人口の減少等で出動が容易でない等、地域の防災体

制の弱体化が懸念されています。

また、高齢者の交流活動や、要支援者の生活ニーズ（除雪・買い物等）や災

害時等における支援体制が必要であり、地域の関係団体と連携した防災体制の

強化や安全・安心の確保に向けた取り組みが必要です。

【具体的取り組み】

○自主防災組織の機能点検と研修の開催

○広域コミュニティ組織と連携した事業体制の構築

○要支援者見守り体制の検討

○他団体と連携した高齢者等交流・支援活動の実施

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

①広域コミュニティ組織への理解と協力の促進              

羽黒地域の広域コミュニティ組織である自治振興会は、平成 26 年に設立し、

27 年 4 月に活動を開始して間もないこともあり、地域住民の理解が十分とは言

えず、事業運営についても手探りの状況です。

また、市からの交付金以外に財源がない組織は事業運営にゆとりがなく、新

たな財源の確保が必要です。

そのため、広域コミュニティ組織に対する地域住民の理解を深めるとともに、

事業運営や活動内容、財源確保における研究・検討が必要です。

【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織の意義と活動内容の PR

○広域コミュニティ活動についての研修会の開催や情報交換

○コミュニティビジネスの取り組みに向けた検討

○各種助成金等活用方法の検討

○会費制の導入の検討

②単位自治組織等との連携と役割分担及び人材の育成            

小規模な単位自治組織が多いことから、広域コミュニティ組織には単位自治

組織の補完的役割が求められます。

今後、広域コミュニティ組織が中心となり単位自治組織が参画できる事業企

画や体制整備を進めること、また、地区（広域コミュニティ区域）の課題解決

に対応するために、地区内の意見集約や単位自治組織との話し合いを行い、そ
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れぞれの役割を確認して取り組むことが必要です。

さらに、広域コミュニティ組織と範囲が異なる地域コミュニティに関わる組

織・団体とも連携・協力を進め、活動しやすい環境づくりに取り組むとともに、

地域の課題解決に向けて、新たな人材の発掘や育成のほか、多くの人が参加し

継続的に取り組めるような仕組みづくりが必要です。

【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織の単位自治組織への支援体制の構築

○地区住民の声を反映した「地域ビジョン」の策定

○地域課題解決のための情報交換や話し合いの実施

○人材の発掘や育成のための講座や研修会の開催

○広域コミュニティ組織連絡協議会の設立と組織間の情報共有・連携

○地域コミュニティに関わる団体・組織との交流や話し合いの実施

③若者に魅力ある地域、子育てしやすい地域づくり             

若者の流出や農業後継者の減少、晩婚化や未婚者の増加により、将来的に地

域コミュニティの縮小が予想されており、若者の定住や人口流出の歯止め、少

子化対策が懸案となっています。

また、地域と子どもとのつながりの希薄化等、地域コミュニティへの影響が

懸念されるほか、核家族やひとり親家庭等では、子育てや地域活動への負担が

大きく、地域の理解と支援が求められており、後継者の確保とともに、若者に

魅力ある子育てしやすい地域づくりに向けた取り組みが必要です。

【具体的取り組み】

○雇用の場の創出・農業環境の改善や就農者への支援

○小学校と連携したコミュニティ活動の推進

○子ども達の郷土愛を育む教育活動の実践

○育児サークルや見守り隊等地域で子育てをする環境づくり

○コミュニティビジネスの取り組みに向けた検討

○地域外から人材を呼び込むための検討

④防災拠点としての自主防災活動の推進                  

広域コミュニティ組織においては、災害拠点施設として地域活動センターに

配置されている防災資機材の点検のほか、避難者の受け入れ体制を構築すると

ともに、地区内の情報の取りまとめや情報伝達を円滑に行うため、単位自治組

織自主防災会や市との連絡体制の構築が必要です。

また、自らの自主防災活動とあわせて、単位自治組織自主防災会の避難訓練

や防災研修等への支援も必要です。
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【具体的取り組み】

○情報伝達、情報収集方法の検討

○避難訓練や防災研修等の実施

○単位自治組織の自主防災会への働きかけや支援

⑤福祉・防犯体制の推進                         

高齢者や要支援者の見守り、生活支援について、対応が難しい単位自治組織

については、広域コミュニティ組織や近隣の単位自治組織による支援が必要と

なり、民生委員・児童委員や社会福祉協議会等とも連携して対応することが必

要です。

また、子どもの見守り活動の継続等に向けて、人口減少による防犯体制の弱

体化を解消する方策が必要です。

【具体的取り組み】

○高齢者や要支援者の見守り支援体制の構築

○防犯体制の見直しと強化
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（4）櫛引地域

～住民自治組織の活性化で安全・安心な地域づくり〜

櫛引地域では、従来より小学校区単位の地区公民館が設置されていないため、

地域コミュニティは単位自治組織を中心にして、それぞれの地域特性を活かし

た活動が行われています。また、地域の実態を踏まえながら組織の活性化に向

けて統廃合を行い、21組織まで集約されてきた歴史的経過があります。

しかし、昨今の社会情勢の変化、とりわけ少子高齢化の進展に伴い、防犯・

防災・福祉といった地域課題も複雑多様化する中で、単位自治組織や各種団体

の活動だけでは課題解決が難しくなっており、既存の地域活動を効率・効果的

に展開する仕組みづくりや、これからの単位自治組織の運営を見据えた組織づ

くりが必要なことから、広域コミュニティ組織の検討に取り組みます。

また、時代に即した取り組みである地域団体による婚活事業への支援や、地

域資源を活かした若者による地域活性化イベントを実施する等、担い手の育成、

確保による地域活性化を促進し、地域コミュニティ機能の維持・充実へつなげ

ます。

【計画の構成】

≪計画の柱≫

心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

②住民自治組織等の理解促進と事業の見直し

③婚活支援と後継者対策

④安全・安心な地域の構築

①広域コミュニティ組織の検討

Ⅱ住民の安全・安心な暮ら
しの確保

Ⅰ心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

Ⅲ住民主体による地域課題

解決力の向上

Ⅳ地域の特性を活かした魅
力の維持・再発見
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◆単位自治組織に係る課題と取り組み

①広域コミュニティ組織の検討                      

櫛引地域の単位自治組織は、今日まで集落の統廃合を行い、21 組織まで集約

されてきた歴史的経過があります。また、各集落は櫛引地域の中心部から車で

10 分以内の距離にありコンパクトな立地環境となっています。各単位自治組織

の世帯数は、最小 27から最大 362 世帯と幅があり、小規模な単位自治組織では

活動が容易ではない組織も見受けられます。

少子高齢化の進展により、単位自治組織の機能維持が難しくなる中で、他地

域ではこれを補完する広域コミュニティが組織化されていますが、櫛引地域に

おいても、地域のコミュニティ活動の実態を踏まえながら、広域コミュニティ

の組織化について検討が必要です。

【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織のあり方の検討

○広域コミュニティ組織に係る研修会の実施

○単位自治組織の意見集約と区長会、自治公民館連絡協議会等との意見交換

会の実施

②住民自治組織等の理解促進と事業の見直し                 

人口減少、高齢化の進行とともに会員は減少傾向にあります。また、就労形

態の多様化等により役員を担うことを負担に感じる人も多くなっており、次の

担い手がいないという状況も見受けられます。加えて、婦人会や老人クラブ等

の各種団体では新たな加入者が少なくなっているため、新たな事業等に取り組

むことが容易ではなく、従前の活動維持に留まっています。

持続可能な組織づくりのためには、住民自治組織等の役割や必要性を明確に

し理解を深めるとともに、組織の維持・活性化に向けた事業の見直しや検討が

必要です。

【具体的取り組み】

○住民自治組織等の存在意義や役割等を共有する住民懇談会等の開催

○一体感を醸成するための世代間交流事業の実践

○住民自治組織ステップアップ事業補助金等、地域コミュニティの課題解決

のための事業の活用

○住民理解を促す総会資料の工夫や広報の検討

○事業活動の見直しとともに適正な自治会費の検証

○若者や女性の参画に向けた住民ニーズの把握
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③婚活支援と後継者対策                         

少子化の大きな要因である未婚化・晩婚化は、地域コミュニティにとっても

影響が大きいことから、櫛引地域では平成 22 年度から他地域に先駆けて婚活支

援に取り組んできましたが、さらに効果的な取り組みとするため、結婚まで結

びつけるための新たな企画も必要になっています。

また、少子化対策としては、子育てしやすい環境づくりも重要であり、地域

の実態を十分に勘案しながら、地域コミュニティにおける子育ての体制の構築

が必要です。さらに、後継者づくりについては、若者が地元に残って就労でき

る生活基盤の確保が重要な課題となっていることから、櫛引地域の特徴である

果樹栽培を始めとした農業の魅力を伝え、若者が就労先の一つとして選択でき

るような対策が必要です。地域コミュニティの活性化は、各地域で伝承する能

や天狗舞・獅子舞などの伝統文化の継承にもつながる大きな力となっていきま

す。

【具体的取り組み】

○結婚を後押しする雰囲気づくりと子育てしやすい環境づくり

○つるおか婚シェルジュの周知と連携

○単位自治組織等が企画立案して取り組む婚活イベントの実践

○民俗芸能や伝統文化への理解促進と継承活動の支援

○若者の参画のもと、農業生産組織との連携による農産物販売や環境美化活

動等の実施

④安全・安心な地域の構築                        

櫛引地域では、すべての単位自治組織に自主防災会が組織化されていますが、

さらに機能を発揮するため、日頃から地域の現状と課題を把握し、それを踏ま

えた防災訓練を行う等、地域防災力を高めていくことが必要です。

また、昼間の消防体制の確保が課題となっていることや、子どもたちの見守

り隊の参加人数が減ってきていること等から、「地域の安全は地域で守る」とい

う理念のもと、普段から顔を合わせている近隣の人々が、互いに協力しながら、

防犯・防災活動に組織的に取り組むことが必要です。

【具体的取り組み】

○防災意識の高揚を図るための定期的な防災訓練や防災座談会の開催

○自主防災組織の機能の点検と体制整備

○消防団活動協力員の加入促進

○見守り隊の機能の点検と体制整備

○支援が必要な人と支援ができる人の情報収集とボランティア体制の確立
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（5）朝日地域

～地域の活力を掘り起し、朝日地域の次代を創り出す～

朝日地域では、旧朝日村時代から、小規模な組織形成ながら、単位自治組織

により地域コミュニティ活動を展開してきましたが、人口減少や高齢化の急速

な進展により、単位自治組織を維持することが困難になってきている組織が増

えてきています。

このような現状の中で、平成 26年度より、特に必要性が高まる地域住民の安

全・安心な暮らしの確保をはじめとした地域課題の解決に向け、3つの旧地区公

民館単位に広域コミュニティ組織が設立され、生涯学習活動を始め、単位自治

組織への機能補完や事業へのサポート等、両組織が一層連携・協力して取り組

む体制が構築されました。

しかし、住民の多くが参加する地域の最も大きな事業の一つである市民運動

会については、平成 6 年まで設置されていた 8 つの旧公民館単位で開催される

等、区域の異なる活動等も展開されており、また、山間地に集落が点在する地

理的環境にもあることから、今後、これらの状況や、3つの広域コミュニティ組

織の活動区域の実態も踏まえながら、各組織が連携・協力できる環境づくりに

取り組む必要があります。

さらに、住民自ら、自然に恵まれた朝日地域の特性や資源を活かした魅力的

な事業を実施し、地域の活力を掘り起こすとともに、地域の次代の担い手を育

成する等により、安心して住み続けられる地域づくりに取り組みます。
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【計画の構成】

地域の特性や資源を活か

した魅力の維持・再発見

≪計画の柱≫

住民主体による地域課題

解決力の向上

住民の安全・安心な暮ら

しの確保

心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

②住民による持続可能で魅力的な事業づくり

③安全安心な地域づくりのための組織づくり

④単位自治組織の財産管理や環境整備作業の

見直し

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

②組織ごとの運営方法の確立

③新たな人材の確保に向けた検討

④朝日地域全体の生涯学習事業の検討

①単位自治組織の組織強化と活性化

⑤希薄化した連帯感の再構築

①住民理解促進と単位自治組織へのサポート

体制機能の構築

Ⅱ住民の安全・安心な暮ら

しの確保

Ⅰ心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

Ⅲ住民主体による地域課題

解決力の向上

Ⅳ地域の特性を活かした魅

力の維持・再発見

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

①単位自治組織の組織強化と活性化                    

会員の高齢化が進んでおり、会員数が急激に減少する傾向にあります。また、

役員の職務が増えてきており、負担となっています。住民の単位自治組織に対

する理解を深めながら、組織の活性化が必要です。

【具体的取り組み】

○女性の登用や研修等によるリーダーの育成

○広域コミュニティ組織と連携・協力による役員職務の負担軽減

○各世代の住民が一堂に参加できる活動により、単位自治組織を身近に感じ

てもらえるような取り組みの実践
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②住民による持続可能で魅力的な事業づくり                

担い手の減少や事業参加者の高齢化により、単位自治組織事業の継続が年々

難しくなってきています。既存事業内容の見直し等を行いながら、持続可能な

事業づくりが必要です。

【具体的取り組み】

○伝統的な行事の復活等により、子ども達の郷土愛を育む地域教育活動の実

践

○変更可能なしきたりについて持続可能な形態への改善と、若い世代がしき

たりを考え理解するための場づくり

○生涯学習活動において、広域コミュニティ組織と連携した事業

③安全安心な地域づくりのための組織づくり                

少子高齢化に伴い、高齢者一人暮らし世帯が増加しており、単位自治組織の

運営に支障をきたしているのは勿論のことですが、緊急時・災害時の高齢者支

援等、単位自治組織に求められる負担が増加しています。地域内における安全

安心な地域づくりのための活動や組織づくりが必要です。

【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織と連携した防災活動の取り組み

○社会福祉協議会等、他の団体と協力による見守り活動や情報共有の実践

○単位自治組織内の消防団 OBの調査・把握と消防団活動協力員への参加促進

④単位自治組織の財産管理や環境整備作業の見直し             

単位自治組織の所有する公民館等の建物が老朽化し、維持費の増大や改築の

問題等を抱えています。また、住民の減少や高齢化により、農林道や水路、共

有地での草刈り等の共同作業の負担が増大しています。

このため、財産管理のあり方の検討や持続可能な環境整備体制の見直しが必

要です。

【具体的取り組み】

○財産管理に伴う維持費や改築に係る費用等について朝日地域に不動産を残

したまま転出した転出者等への協力要請

○他組織との共同による作業分担の検討

○長期的な財産修繕計画の策定

⑤希薄化した連帯感の再構築                       

若者の減少や鶴岡地域等に勤務していることから若者の交流の機会が少なく

なり、地域が創り上げてきた連帯感が薄れてきています。また、これまで単位

自治組織を支えてきた会員が高齢となり、積極的に組織を運営していくことが
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困難となってきています。

このため、連帯感の再構築に向けた取り組みが必要です。

【具体的取り組み】

○若い世代を巻き込んだ事業の仕組みづくり

○一体感を醸成するための世代間交流事業の実践

○子ども会育成会との共催事業の開催

◆広域コミュニティ組織に係る課題と取り組み

①住民理解促進と単位自治組織へのサポート体制機能の構築         

広域コミュニティ組織が、設立されて間もないことから、住民や単位自治組

織における広域コミュニティ組織への認知は十分に進んでいないのが現状です。

また、単位自治組織の機能維持が難しくなっており、単位自治組織が実施する

事業等への広域コミュニティ組織によるサポートが必要です。

このため、広域コミュニティ組織への理解を深めるとともに、単位自治組織

へのサポート体制機能の構築が必要です。

【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織の活動意義と活動内容の PR

○単位自治組織で実施が困難となっている生涯学習活動等の事業への協力

○各種団体の事務局を担うことによる単位自治組織が担う役割の負担軽減

②組織ごとの運営方法の検討                       

朝日南部地区や朝日東部地区は公民館連絡協議会等を継承して設立されたた

め、運営方法が確立されていますが、朝日中央地区は、5つの公民館連絡協議会

等で形成され、それぞれの運営形態が異なっており、広域組織の運営方法がい

まだ十分に確立されていないことから、地区にふさわしい運営方法の検討が必

要です。

【具体的取り組み】

○運営方法の確立に向けた検討

○広域コミュニティ組織に係る研修会の開催

③新たな人材の確保に向けた検討                     

広域コミュニティ組織が設立されて間もないこともあり、役員が各団体から

選出されていることから、広域コミュニティ組織に積極的に関わる人材が限ら

れています。このため、新たな人材の確保に向けた取り組みが必要です。
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【具体的取り組み】

○人材育成のための研修機会の充実

○女性や幅広い世代の人材を登用し、積極的に活動できる取り組みの実践

○生涯学習推進員を中心とした事業の推進

④朝日地域全体の生涯学習事業の検討                   

朝日地域に広域コミュニティ組織が 3 団体設立されました。従来、公民館事

業で行われてきた生涯学習事業については、3団体に継承されていますが、朝日

地域全体の事業やあさひ小学校との協働事業について、事業の円滑な推進に向

けた検討が必要です。

【具体的取り組み】

○朝日地域自治振興会連絡協議会（広域コミュニティ組織の連合組織）が主

体となって事業を実施できるような仕組みづくり

○朝日地域自治振興会連絡協議会への支援体制の構築

○学校統廃合に伴いあさひ小学校の地域行事に対する窓口体制の構築
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（6）温海地域

～地域の特性を活かした持続可能なコミュニティづくり～

温海地域では、地形的な要因から集落間の距離が離れているため、集落ごと

に住民の強い自治意識のもと、単位自治組織の運営を行い、海、山、川、温泉

等の恵まれた自然環境の中で、伝統芸能等独自の地域文化を大切にしながら

様々な住民自治活動が行われてきました。

しかし、近年の社会情勢の変化、特に人口減少、少子高齢化により、世帯数

の少ない各単位自治組織では、運営自体が困難になってきています。

そこで本地域では、単位自治組織の健全な運営を図るために、組織のあり方

や経費負担の軽減等の検討に取り組みます。あわせて、平成 26年度に旧地区公

民館単位の 4 つの地区に設立された地区自治会において、地域内での位置付け

や活動内容、活動拠点施設の課題等を整理するとともに、連携・協力体制の確

保に向けた適正な区割りも踏まえた、広域コミュニティの形成の検討等に取り

組みます。

さらに、温海固有の歴史や自然を活かした地域の魅力づくりを進めるととも

に、防犯・防災、福祉分野への適切な対応と、次代を担う若者や子どもたちが

地域に深く関わる事業等を通じて、安心して住み続けられる地域づくりに取り

組みます。



- 52 -

【計画の構成】

≪計画の柱≫ ◆単位自治組織に係る課題と取り組み

心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

②単位自治組織の健全な財政運営に向けた検

討

③将来を見据えた単位自治組織のあり方の検

討

④防犯・防災への対応

①多様な人材の活用と役員等の負担軽減

⑤次代を担う若者や子どもたちを取り巻く環

境づくり

⑥高齢者等福祉の視点に立ったコミュニティ

づくり

⑦広域コミュニティのあり方の検討

Ⅱ住民の安全・安心な暮ら
しの確保

Ⅰ心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

Ⅲ住民主体による地域課題
解決力の向上

Ⅳ地域の特性を活かした魅

力の維持・再発見

◆単位自治組織に係る課題と取り組み

①多様な人材の活用と役員等の負担軽減                  

住民の減少及び高齢化に伴い、役員の担い手確保が難しい状況にあります。

また、単位自治組織の会長は本来の単位自治組織業務の他に、市や各種団体の

役職も多く担っており、負担が大きくなっています。役員の負担軽減を図ると

ともに、単位自治組織運営において若者や女性等多様な人材が活躍できる機会

の拡充が必要です。

【具体的な取り組み】

○役員の負担軽減につながる効果的な組織体制の見直し

○各種団体の統合や組織の見直しによる、単位自治組織役員の負担軽減

○若者や女性、高齢者の活躍の場の拡充

②単位自治組織の健全な財政運営に向けた検討               

会員の減少や高齢者世帯の増加等により会費収入が減少して、単位自治組織

の財政運営が厳しくなっており、健全な財政運営を図ることが必要です。

また、公民館等単位自治組織所有の施設の老朽化がみられ、修繕や維持管理

の経費負担が大きくなっています。更に、単位自治組織が所有する有線放送は

積雪や強風、塩害による断線等で毎年多額の修繕費を要し、単位自治組織の財
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政を圧迫しています。

【具体的な取り組み】

○住民合意に基づく会費収入に見合った事業運営の見直し

○コミュニティビジネスを含めた活動資金の確保策の検討

○先進事例の研究や講習会等、単位自治組織運営に関する研修の実施

○公民館類似施設整備に対する財政支援

○有線放送設備及び新たな情報伝達の仕組みの研究・検討

③将来を見据えた単位自治組織のあり方の検討               

温海地域の集落形成は、地形的な要因からそれぞれの距離が離れているため、

集落ごとに住民の強い自治意識のもと、単位自治組織の運営を行い、独自の地

域文化を形成してきました。

単位自治組織は、現在 27組織があり、世帯数は 7世帯から 420 世帯の規模ま

で幅があり、50 世帯以上の比較的中規模以上の集落が 6 割を占めていることも

特徴になっています。さらに、世帯数が 30 世帯に満たない小規模の単位自治組

織も 6 組織あり、単位自治組織の運営面等において課題を抱えており、将来を

見据えた単位自治組織の再編や周辺単位自治組織との連携を視野に入れた検討

が必要です。

【具体的取り組み】

○隣接する単位自治組織との情報交換や単位自治組織運営に対する相互協力、

共同化の検討

○地区自治会の今後のあり方の検討

○単位自治組織と地区自治会との連携や機能・役割分担の検討

○地区担当職員制度を活用した集落活性化懇談会等の取り組みによる具体的

な方策の検討

④防犯・防災への対応                          

高齢者や要支援者の増加、若者の減少、平日昼間の人口減少、消防団員確保

の困難等により、地域の防犯・防災体制の弱体化が懸念されています。年々増

加する空き家についても、防犯・防災上の不安を抱えています。

また、温海地域は地形的に集落が点在し、土砂災害により孤立する恐れがあ

り、さらには海岸地域では津波浸水域が想定され、その対策が必要です。

【具体的な取り組み】

○自主防災組織の機能点検を行うと共に、避難訓練や有事に備えた住民同士

の話し合いの機会や講習会の開催

○有事に備えた住民情報の把握と活用方法の検討

○有事の際の情報伝達システム確立のため、全単位自治組織への防災無線の
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配備と単位自治組織防災マニュアルの整備

○津波に対する避難路の整備や津波ハザードマップを活用した避難訓練の実

施

○空き家の実態把握、所有者に対する適正管理の指導

○空き家等に関する転出時の単位自治組織での取り決めの検討

⑤次代を担う若者や子どもたちを取り巻く環境づくり             

地域内に働く場が少ないことや地場産業の低迷、価値観の多様化等により、

若者の転出傾向に歯止めがかからず、少子高齢化の大きな要因になっています。

若者が地域内でも仕事や家庭、社会活動等に取り組み、充実した生活が送れる

環境づくりが必要です。

また、少子高齢化の波は、各地域に根づく祭り行事や伝統文化の継承にも影

響を及ぼしています。

子どもたちを取り巻く環境では、学校適正配置基本計画等により地域内に 5

校ある小学校が、平成 28 年 4月には 2校に統合になります。これまで学校と地

域が連携してきた各種事業については見直しが求められており、統合後の子ど

もたちと地域の関わり方の検討が必要です。

【具体的な取り組み】

○若者に魅力のある地域づくりのための活動支援やリーダーの育成

○伝統行事や伝統文化の継承への動機づけと支援

○学校統合後の小学校及び中学校と地域との連携及び地域活動の推進

○地域理解を深めるための学習支援

⑥高齢者等福祉の視点に立ったコミュニティづくり            

温海地域は、平成 27 年 3月末現在で高齢化率はすでに 4割を超えており、中

でも特徴的なこととして、一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が他地域に

比べてかなり高い割合（平成 27年 3月末現在で 26.8％）となっており、今後ま

すます増えることが予測されています。また、高齢者は増え続ける一方、老人

クラブの解散や会員数が減少しており、今後、地域内で高齢者のつながりの希

薄化が一層懸念されています。

高齢者の社会参加を促進し、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立し、安

心して生き生きと暮らせる環境や地域コミュニティづくりに取り組む必要があ

ります。

【具体的な取組】

○高齢者が持つ知識や経験を活かした地域づくりの推進

○健康寿命の延伸（介護予防・健康づくり）を主眼にした事業の推進

○日常生活での見守り・支え合い体制の仕組みづくりと強化
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⑦広域コミュニティのあり方の検討                      

少子高齢化の影響により、単位自治組織の機能維持が難しくなる中で、他地

域ではこれを補完する広域コミュニティが組織化されていますが、温海地域で

は、平成 26年度に、従来から生涯学習事業等を主として活動してきた「地区公

民館（4 地区）」を発展的に解消し、福祉や防災等地域課題にも取り組む「地区

自治会（4 地区、広域的な住民自治組織）」を設立したところであり、拠点施設

は持たないものの、今後、単位自治組織との連携による機能の補完、充実が必

要です。

また、温海地域においても、地域のコミュニティ活動の実態や地区自治会活

動の実態を踏まえながら、広域コミュニティのあり方について検討が必要です。

【具体的取り組み】

○広域コミュニティ組織のあり方の検討

○広域コミュニティ組織に係る研修会の実施
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5 市の地域コミュニティ施策

本市では、住民の安全・安心な暮らしを守るとともに、一人ひとりの心が通

い合う持続可能な地域コミュニティの構築に向け、各地域の実態に応じた住民

主体による取り組みを推進し、地域コミュニティ活動を支える人材の育成と活

動拠点の整備を進め、地域コミュニティの活性化を図ります。

あわせて、平成 27 年 10 月に策定した、人口減少問題に対応する今後 5 年間

の目標や施策の基本的方向性等をまとめた「鶴岡市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」との整合を図りながら、施策を進めます。

【計画の構成】

≪計画の柱≫ 市のコミュニティ施策

住民の安全・安心な暮ら

しの確保

心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

②広域コミュニティ機能の強化

③住民自治組織の強化に向けた新たな担い手
の確保

④次代へつなぐコミュニティ意識の醸成

⑤持続可能な住民自治組織体制づくり

⑥小規模な単位自治組織の維持、負担軽減

⑦安全・安心な暮らしの確保に向けた地域体

制づくり

⑧住民自治組織と行政の連携の強化

①住民主体による地域課題解決に向けた取り

組み

⑨地域づくりにつながる生涯学習活動

Ⅱ住民の安全・安心な暮ら

しの確保

Ⅰ心が通い合う持続可能な
住民自治組織づくり

Ⅲ住民主体による地域課題
解決力の向上

Ⅳ地域の特性を活かした魅

力の維持・再発見
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①住民主体による地域課題解決に向けた取り組み                

地域の現状や課題について、住民自らが把握、整理する取り組みや、課題解

決に向け、住民が主体となり地域の事情を踏まえて取り組む活動を支援します。

【具体的な取り組み】

○地域で行う住民ワークショップや住民アンケート等の取り組みを支援し、

多くの地域住民が地域の現状や課題に気づき共有する場づくりを推進しま

す。

○事例集の作成事例発表等の研修会を開催し、優れた取り組みの共有や学び

合う場をつくります。

○住民自治組織総合交付金や広域コミュニティ組織運営・地域づくり交付金、

住民自治組織ステップアップ事業補助金の交付を通じて、地域の状況に応

じた特色ある取り組みを支援します。

○地域課題の解決や地域づくりに向けて、地域資源を活かしながら、地域で

自立的に行うコミュニティビジネスの取り組みについて、先進事例等の情

報提供や住民自治組織ステップアップ事業補助金の交付により支援します。

○地域の実態を踏まえ、今後の地域のあるべき姿を多くの地域住民の中で共

有し、将来を見据えた持続可能な地域コミュニティの構築を目指し、地域

住民が主体となって取り組む内容を定めた「地域ビジョン」の策定に向け

て支援します。

②広域コミュニティ機能の強化                      

概ね小学校区等を単位とした広域コミュニティ組織が、地域の中核的な担い

手として、単位自治組織の機能を補完するとともに、地域づくりや地域課題解

決等の創造的な活動が展開できるよう支援します。

【具体的取り組み】

○交流、学習の場として、また、様々な団体との連携を図り、情報発信等を

行う地域活動の拠点になるよう、広域コミュニティ組織運営・地域づくり

交付金等の交付により、必要な組織・運営体制の整備や地域の状況に応じ

た事業への支援を行います。

○国、県等の各種支援事業の情報収集や提供を行うとともに、広域コミュニ

ティ組織間のさらなる連携・協力を推進し、地域に役立つ情報を広く共有

できるよう支援します。

○広域コミュニティ組織や地域の高等教育研究機関、ボランティア団体等と

の新たな連携を推進し、地域コミュニティの担い手づくりを支援します。

○櫛引、温海地域においては、地域の状況や地域コミュニティの背景を踏ま

え、今後も持続可能な地域づくりに向けた、広域コミュニティ組織等のあ

り方を検討します。
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○福祉、防災、地域づくり活動等の地域の総合的な拠点施設となるコミュニ

ティセンター等について、地域住民の積極的な活動の場となるように必要

な整備を行います。

③住民自治組織の強化に向けた新たな担い手の確保            

人口減少・高齢化による地域活動の担い手の減少や、多様化し増加する地域

課題に対応するための新たな会員や担い手の確保に向けて支援し、住民自治組

織の強化につなげます。

【具体的取り組み】

○ライフステージに合わせた事業や世代を越えて参加・交流できる事業の実

践、並びに地域内の多様な団体との連携を推進します。

○地域の中核となる住民自治組織代表者等へのリーダー研修会等を開催しま

す。

○就労者の地域コミュニティ活動への参加に向けて、事業主等への理解促進

に努めます。

○転入者に対して、市民課等窓口での住民票異動手続きの際に、住民自治組

織への加入の呼びかけを行う等、関係団体との連携による会員確保に向け

た取り組みを推進します。

○移住定住の促進に向け、リーフレットやガイドブック等で情報提供を行う

とともに、ふるさと会等と連携した PR活動を展開します。

○各地域、各団体との連携のもと、情報提供、補助金の交付、ボランティア

による世話焼き活動等を通じて、結婚を後押しする環境の醸成に努めます。

④次代へつなぐコミュニティ意識の醸成                  

コミュニティ意識や郷土愛を育み、地域で活躍する人材を育成するための地

域行事の活性化や郷土体験学習の充実に向けて支援します。

【具体的取り組み】

○様々な地域活動において、一人ひとりが地域の一員としての意識を持ち、

地域の魅力や地域コミュニティの大切さを次代に伝える世代間交流事業や

青少年を対象とする事業を支援します。

○学校と地域が連携し、子どもの郷土愛の醸成に向けた、地域固有の文化、

郷土芸能、風習、産業等について、学び、体験する活動を実施します。

○若者や女性、退職者等の活躍の場の拡大を推進するとともに、次代を担う

リーダー育成を目的とした研修会等を開催します。
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⑤持続可能な住民自治組織体制づくり                  

新たな住民ニーズへの対応や、住民自治組織等の役員の負担軽減に向けた組

織体制、事業運営の見直しを支援します。

【具体的取り組み】

○単位自治組織と広域コミュニティ組織との役割分担や、役員の負担軽減等

に向けた組織体制や事業運営の見直し等をテーマに、事例発表や研修会等

を開催します。

○住民自治組織に対する行政からの依頼事項の洗い出しや、見直しの検討を

行います。

⑥小規模な単位自治組織の維持、負担軽減                 

人口減少、高齢化の影響により、今後さらに組織の運営や維持が難しくなる

小規模な単位自治組織の維持、負担軽減に向けた支援を行います。

【具体的取り組み】

○世帯数に配慮した住民自治組織総合交付金や公民館類似施設整備等補助金

を交付し、小規模な単位自治組織の運営を支援します。

○単位自治組織が体制や事業のあり方を検討するにあたり、広域コミュニテ

ィ組織との連携及び役割分担に係る事例の紹介や、住民ワークショップ等

の話し合いの場づくりに向け支援します。

○近隣の単位自治組織との連携や統合等に係る相談への対応のほか、研修会

等を通じて情報提供を行います。

⑦安全・安心な暮らしの確保に向けた地域体制づくり            

高齢者や障害者等の生活ニーズへの対応や子どもの犯罪、事故の未然防止等、

地域の安全・安心な暮らしの確保には、近隣の良好な関係とともに、地域の見

守り、支え合い活動が欠かせないものとなっており、その活動がさらに活発化

するよう、関係団体等と連携を図り支援します。

【具体的取り組み】

○高齢者や障害者等が地域で安心して暮らせるように、住民自治組織等の多

様な実施主体による生活ニーズに応じたサービスを提供できる体制整備を

支援します。

○住民自治組織が、社会福祉協議会をはじめとする関係団体、民生委員・児

童委員等との連携を密にし、地域での見守り活動や支え合い活動の取り組

みが図られるよう支援します。

○放課後における子どもの安全で安心な活動拠点の確保と、地域住民との交

流推進に向けて、放課後子ども教室等の開設や運営に支援します。

○子どもを犯罪や事故から守るため、保護者や地域団体との連携・協力のも
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と、登下校時の見守り活動等の取り組みを推進します。

○住民自治組織や自主防災組織との連携により、各地区の地理条件等に沿っ

た災害想定による地区防災計画の整備を支援し、住民主体によるハザード

マップの整備や防災訓練の実施により地域の絆づくりを促します。

○避難行動要支援者情報に基づく避難者支援について、各自主防災組織の主

体的な避難方法の検討を支援し、逃げ遅れゼロを目指します。

○災害時、緊急時に備えた住民自治組織で取り組む名簿等の作成に向けて、

個人情報の取得と取り扱いにかかる研修会等を開催します。

⑧住民自治組織と行政の連携の強化                  

住民主体の地域づくりを支援するため、また、地域の声を施策に反映するた

め、住民自治組織と行政の連携を促進し、役割分担をしながら各種取り組みを

進めます。

【具体的取り組み】

○地域と行政とのパイプ役を担う地区担当職員やコミュニティ支援員を配置

し、地域とともに現状や課題の把握に努め、それぞれの地域コミュニティ

が持つ固有の背景や課題に合わせ、行政が持つ情報やノウハウを活かしな

がら、地域住民の主体的な地域づくりを支援します。

○事業の実施等において、地域の状況に即した内容になるよう、また地域に

とって過度な負担とならないよう、各地域の住民自治組織等の声を反映し

ながら、施策の推進にあたります。

⑨地域づくりにつながる生涯学習活動                   

住民自治組織による生涯学習事業が、人と人とのつながりを土台とし、さら

に一歩進んで、多様化する地域課題に対応した取り組みにつながるよう支援し

ます。

【具体的取り組み】

○生涯学習推進員を配置し、住民自治組織等との連携を図りながら、地域の

多様な住民ニーズの把握や情報収集を行い、広域コミュニティ組織等事務

局の負担軽減と、地域の状況に合せた効果的な事業に向けて支援します。

○住民自治組織総合交付金等の交付により、最も身近なコミュニティ活動の

拠りどころとなる自治公民館の維持・管理や単位自治組織ごとの状況に応

じた特色ある活動を支援します。

○住民ニーズに対応した事業や誰もが参加しやすい事業等、地域づくり事業

の企画・実践に向け、事例集を作成するとともに、生涯学習推進員をはじ

めとする生涯学習関係者の研修会等を通じて情報を提供します。
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6 取り組み事例

◇住民自治組織の持続可能な組織改革

会員の減少、高齢化等により、住民自治組織活動が一層困難になる中で、組

織に係る持続可能な新しい仕組みづくりが始まっています。

取り組み 町内会会員の意識改革と町内会組織の運営体制の再構築

組 織 名 鶴岡地域 新海町町内会

安全・安心でお互いが支え合って生きる共生のまちづくりを目指し、地域へ

の関心が低い住民層の意識改革と、隣組の再編や委員選出の新たなルール作り

等に取り組んでいます。

■Q：なぜ、取り組まれようと思いましたか？

□A：近隣のつながりが希薄になるとともに町

内会会員の高齢化が進行しており、町内

会活動や隣組の運営等に支障が生じてき

ています。役員から、余力がある今こそ、

改善に向けて取り組まなければ将来大変

なことになるとの声があがり、取り組む

こととしました。

■Q：組織改革の主な内容は何ですか？

□A：現在 43 ある隣組を 16 に再編します。これまでの 43 の隣組は、新たな隣組体制

のもと班として活動することとなります。また、世帯数に応じて町内会専門部の

部員選出を行うこととしました。

■Q：住民の皆さんにどのように周知を図りますか？

□A：新しい隣組単位で集会を開催しながら組織改革の説明とあわせて、住民自治組織

の意義等を確認しながら意識改革に取り組んでいます。また、新しい町内会規約

を全戸配布する予定です。

◇高齢者等への生活支援

高齢化の進展を踏まえ、需要が高まる高齢者等への生活支援に係る新たな仕

組みづくりがはじまっています。

取り組み 高齢者宅除雪協力隊「ボラパーマン」事業の展開

組 織 名 鶴岡地域 大塚町町内会

新たな隣組体制で集会を開催
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学生による高齢者意向調査

大雪の際に、除雪作業が困難な一人暮らし

高齢者世帯や高齢者のみ世帯等を積極的に

支援する除雪協力隊「ボラパーマン」を立

ち上げ、除雪活動を実践しています。町内

会長から委嘱状を交付したり、腕章をつけ

て活動する等、ボラパーマンの意識高揚を

図る工夫も行っています。活動の際には一

人暮らし高齢者への声掛けを行い、コミュ

ニティケーションも図りながら活動しており、住民の安全・安心な暮らしの確

保に貢献しています。

■Q：名前の由来を教えてください。

□A：スーパーマンのように町中何処へでも素早く飛んで行き、除雪を手助けする、強

力なボランティア除雪隊をイメージしています。

■Q：組織を立ち上げた経過を教えてください。

□A：町内には、以前から高齢者世帯の除雪ニーズがあり、特定の役員で対応していま

したが、今後一層増えることが予想されます。そのため、若い役員から声があが

り、町内の皆さんにも賛同・協力をいただきながら実施することとなりました。

この取り組みは、町内会の絆づくりにも貢献しています。

■Q：隊員はどのように集めていますか？

□A：町内会広報紙や公民館掲示板に募集広告を出したり、仲間同士で呼びかけを行っ

ています。現在は、約 50 名の町内の皆様に賛同・協力をいただいており、町内

会長より委嘱状を交付し、町内会の認定のもとに活動しています。

取り組み 誰も孤立させない絆づくりプロジェクト

組 織 名 鶴岡地域 第一学区コミュニティ振興会

第一学区コミュニティ振興会では、学区内の関係団体と連携・協力のもと、

高齢者等をはじめとする学区住民が、安全・安心に暮らせる地域づくりを目指

し、生活支援の仕組みづくりや見守り、災害時の要援護者対策等、誰も孤立さ

せない新しい絆づくりに向けた取り組みを進めています。

■Q：関係団体をまとめるのは大変だと思います

が？

□A：平成 26 年 5 月に、学区コミュニティ振興会

や学区町内会協議会、学区社会福祉協議会、

学区民生委員・児童委員協議会等の学区内の

関係団体で構成する「第一学区安全安心の絆

高齢者宅の除雪作業の様子
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座談会を開催

眠れる街三瀬を起こす会を開催

づくり推進会議」を設置しました。推進会

議を起点に、東北公益文科大学や市社会福

祉協議会、市の関係課、地区担当職員等の

協力も得ながら取り組んでいます。

■Q：地域の実態をどのように把握しています

か？

□A：東北公益文科大学の先生と学生の協力を得

て、学区の人口推移等のデータ分析やバリ

アフリー化の現状把握をはじめとしたま

ちかど調査、生活ニーズ等の高齢者意向調査等を行い、地域の実態を把握するこ

とができました。

■Q：現在、力を入れて取り組まれていることは何ですか？

□A：町内会を中心に、要支援者や支援・協力者、避難場所等を落し込んだ「地域支え

合い支援マップ」の作製に取り組んでいます。内容の更新も定期的に行われるよ

うな仕組みを構築したいと考えています。

◇人口増加に資する取り組み

U ターン等の受け入れやすい環境整備や婚活事業の実施等、人口増加に資す

る取り組みがはじまっています。

取り組み 多地区間交流「眠れる街三瀬を起こす会」の開催

組 織 名 鶴岡地域 三瀬地区自治会

フェイスブックを活用し地域情報を発信するとともに、地区内外からの参加

者を募り、観光客という形ではない、地区民以外でも参加可能な交流事業を開

催しています。閉塞しがちな地域に他所からの新風を送り込むとともに、I ター

ン・U ターン等を受け入れやすい環境づくりに取り組んでいます。

■Q：工夫していることは何ですか？

□A：情報発信や参加者の呼びかけについて、

フェイスブック等を活用しています。地

元参加者は、自治会と観光協会等が連携

して人選し、声がけをしています。飲食

を共にしながら、必ず全員が一言発言す

る機会を設ける等、楽しく参加できるよ

う心がけています。

■Q：成果はいかがですか？
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平成 27 年度開催チラシ

□A：これまでの参加者の中には、U ターンして三瀬で生活する方もいますが、当面は、

成果よりも地区外の方を受入れしやすい環境をつくっていきたいです。

取り組み 婚活パーティー「鶴岡じょなめるコン」の開催

組 織 名 鶴岡地域 鶴岡市自治振興会連絡協議会

鶴岡地域郊外地の広域コミュニティ組織の連合組織である鶴岡市自治振興会

連絡協議会では、郊外地の共通課題となっている少子晩婚化対策として、所属

15 組織の連携・協力のもとに婚活事業を実施しています。

■Q：鶴岡市自治振興会連絡協議会で実施する強みは何ですか？

□A：所属の 15 自治振興会が持つネットワークを使えるので、事業周知と人集めが効

果的にできることです。

■Q：内容で工夫されていることはありますか？

□A：平成 27 年度は、参加者の交流・会話を一層促進させるため、内容を「クリスマ

スケーキのデコレーションにチャレンジ」

として、参加者が連携・協力のもとに作業

を行う仕掛けづくりを行っています。

■Q：成果はいかがですか？

□A：平成 27 年度は、参加者は定員オーバーの

状況で、カップル成立率は 48％となって

います。なお、運営側の各自治振興会の事

務局にとっても、本事業を通して、イベン

ト事業の企画・実施のノウハウを共有でき

るので、今後の地元の事業企画・実施の際

に活かすことが期待されます。

◇地域ビジョンの策定と事業実施

地域課題の解決等に向けた取り組み定める「地域ビジョン」の策定に向けた

諸活動と、地域ビジョンに基づいた事業活動が展開されています。

取り組み 地域ビジョン策定に向けたアンケートとワークショップによる

住民ニーズの把握

組 織 名 藤島地域 藤島地区自治振興会

藤島地区自治振興会では今後の活動にあたり、まず住民の声を聞いて、住

民が何を求めているのかを把握しようと、住民アンケートを実施するととも

に、ワークショップを重ね意見を集約し、報告書を作成しました。この結果
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ワークショップの様子

を、今後策定する地域ビジョンに反映させて、子どもから高齢者まで仲良く

住みよい地域づくりを目指します。

■Q：なぜ、取り組まれようと思いましたか？

□A：広域コミュニティ組織が発足し、今後の活動にあたって、まず地区住民の皆さん

から意見を聞く必要があると感じて取り組みました。従来の生涯学習事業に加え

て、地域づくりのテーマは何か、防災・防犯や地域福祉にどのように対応してい

くのか。藤島地区には 18 町内会 5 千人の住民がいますが、年代別に 10%の 500

人にアンケートを依頼し、特に未来を担う小中学生にも参加してもらいました。

■Q：アンケートはどのような内容ですか？

□A：私たちのまちのいいところや困っていること、そして私たちにできること、将来

こんな素晴らしいまちにしたいという「想い」を書いてもらいました。回収率は

96%で、これからの地域づくりに住民

の関心と期待が高まっていることを

感じました。

■Q：ワークショップはどのように行いまし

たか？

□A：自治振興会役員や地区担当職員などが

参加し、報告書のとりまとめ作業を行

ないました。テーマ別・年代別に整理す

るのが大変でしたが、様々な課題が見えてきました。

■Q：これからの地域づくりをどのように進めていきますか？

□A：今度は、どう計画をつくってどう行動していくか。ワークショップという手法を

大事にしながら、若者が活躍できる地域づくり、子どもの声が聞こえる地域づく

りを目指して地域ビジョンの策定作業を進めていきたいと考えています。

取り組み 小国集落振興ビジョンに基づく旧出羽街道の街並みを活かした

集落活性化の取り組み

組 織 名 温海地域 小国自治会

20 歳から 50 歳代までの住民で集落活性化検討委員会を組織し、平成 25 年

度に小国集落振興ビジョンを策定し、「住む人が誇りの持てる街並みをつく

る」、「自慢できるもの、後世に伝えたいものを形に残す」などの基本方針を

定めて活性化事業に取り組んでいます。

その一つとして、旧出羽街道の宿場の街並みを集落の貴重な財産とし、こ

れを活かした地域づくりの取り組みとして、各家の屋号や商標の木製大型表

札の製作・掲示、大灯篭、小灯篭の製作・設置を行いました。
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表札の塗装作業をする子どもたち

完成した大灯篭

■Q：表札や灯篭の作成に至る経過を教えてください。

□A：旧出羽街道の街並みは他集落にない貴重

な財産です。街道の雰囲気を更に活かす

ため、各家の表札、街道の象徴としての

大灯篭、お盆や正月に各家の前に設置す

る小灯篭を作ることにしました。

■Q：住民はどのように参加しましたか？

□A：表札は子どもたちも揮毫や塗装作業に参

加しました。また、小灯篭は、材料の藤

ツルはお父さんたちが山から切り出し、

和紙の貼り付けはお母さんたちも参加し

た手作り。大灯篭の製作はプロの大工さんに依頼しまし

たが、組み立てや塗装は集落の人たちの手で行うなど、

子どもから大人まで地域が一体となって取り組みまし

た。

■Q：この活動に取り組んで周囲の反応は？

□A：お盆に各家の玄関先で小灯篭の明かりを点けたところ、

とてもきれいで帰省客にも好評でした。表札づくりでは

屋号を知らない人もいて、改めて自分たちの集落を知る

ことができたようです。これらの取り組みにより、ここ

に住む人々が集落に誇りを持つことができ、また、訪れ

る人々に感動を与えることができたと思います。

◇地域内における情報の発信・共有

住民自治組織への理解促進と、住民同士の心のつながりを育むきっかけとな

るコミュニティ広報紙の発刊に取り組んでいます。

取り組み 朝日東部地区・朝日南部地区に関する広報紙の作成

組 織 名 朝日地域 朝日南部自治会連絡協議会、朝日東部地区自治振興

会

平成 27 年度より、朝日地域に広域コミュニティの中核となるコミュニティ

センターが開設されたことに伴い、朝日東部地区と朝日南部地区では、それ

ぞれ、新たに毎月広報紙を発行しています。広く地区住民に共通の話題等を

提供しながら、広域コミュニティ組織への理解を深めるとともに、地区住民

の心のつながりづくりに取り組んでいます。
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コミセンだよりの発行

あさつゆの発行

■Q：なぜ、広報紙を作成しようと思っ

たのですか？

□A：広報紙により、地域の身近な話題

や地域課題、魅力等を発信するこ

とで、地区や地区に住む住民に関

心を持ってもらい、新たな地域づ

くりに向けた取り組みや、地域文

化の再発見につなげようと取り

組みました。

■Q：工夫したことは何ですか？

□A：世帯数が少ないので、小さな情報でも記事として取り上げるようにしています。

また、直接本人に取材して、正確な情報収集に心がけています。

取り組み 文集「あさつゆ」の発行

組 織 名 上郷地区自治振興会

上郷地区自治振興会では、毎年１回の文集「あさつゆ」の発行を続けて、今

年で 64 年目となりました。編集委員を依頼する仕組みを整え、地区に関わる

多様な方に筆耕を依頼しながら、広く地区住民が楽しめように話題等を提供

し、地域課題の共有や心のつながりづくりに取り組んでいます。

■Q：どのような内容構成ですか。

□A：小学生の皆さんに各地域の活動紹介とし

て寄稿をお願いしたり、新たに入居され

た人には住んでみての感想を、また、ふ

るさとを離れた人には近況報告等をお願

いしているほか、短歌等も掲載しており、

40 名程の皆様にご協力をいただいて 40

ページほどの文集としてまとめています。

様々な立場の人がそれぞれに楽しめる内

容となるように努めています。

■Q：継続の秘訣は何ですか？

□A：編集作業が一番大変な作業となりますが、編集委員を各自治会から 1 名ずつ選出

し、編集作業を行っています。

■Q：苦労していることはありますか？

□A：年々、記事を書いてくれる人を探すことが難しくなっています。
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完成したガイドブックを羽黒地域小学校児

童や関係各所への贈呈

ガイドブックを活用したツアーの開催

◇地域の賑わいづくり

地域固有の歴史・文化や地元農産物等の地域資源を活かした、地域の賑わい

づくりが進められています。

取り組み 住民向けおもてなし観光ガイドブックの作成

組 織 名 羽黒地域 鶴岡まちづくり塾羽黒グループ

将来を担う子どもたちや地域住民が、住んでいる地域の魅力を再発見し資

源の掘り起こしにつなげることを目的に、地域の歴史・文化をテーマにした

住民向けおもてなし観光ガイドブックの作成を行っています。これまで、第 1

弾「はちこの皇子物語り」、第 2 弾「松ヶ岡かいこん物語り」を作成・発行し

ています。

■Q：ガイドブック作成に至る経過を教えてください。

□A：グループ内での議論を通じ、地域の活性化

のためには、地域の住民、特に子どもたち

に地域の良さを知ってもらうことが重要と

考えました。羽黒地域は、出羽三山神社や

松ヶ岡開墾をはじめとした歴史的に貴重な

題材が豊富です。これらを題材とした小学

生向けの住民向けおもてなし観光ガイドブ

ック（歴史ガイドブック）を作製し、地域

の歴史・魅力を伝えることで郷土愛を育み、

子どもたちや地域の住民が、羽黒を訪れる

方に地域の魅力を伝える「もてなし」がで

きるようにすることを目的にしたものです。

■Q：ガイドブックを作成する上で工夫したことは

何ですか？

□A：単なる歴史的史実を追った内容とするのでは

なく、子どもたちが興味をもてるような内容と文章構成にしました。また、テー

マにまつわる観光スポット等をストーリーに併せてマップに落とし込み、一つの

観光ルートとして提案しています。また、実際に小学生やその保護者を対象にガ

イドブックを使って親子ツアー等も開催しました。

■Q：作成までの作業は大変だったと思いますが？

□A：メンバーが勉強会や現地学習会を重ねて作成したものですが、歴史的史実が複雑

であることや、文章編集等に不慣れであったため、ストーリー構成や文書作成に

苦労しました。また、子どもたちに分かりやすくそして興味を持てる内容とする
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ことが大変でした。

取り組み 手づくり市場「こしゃってマルシェ」等の開催

組 織 名 櫛引地域 くしびきこしゃってプロジェクト

四季に合わせて開催する手づくり市「こしゃってマルシェ」、木材活用の普

及につなげる「森と木プロジェクト」、観光農園などを活用した「婚活プロジ

ェクト」の 3 つの活動を柱に、櫛引に在住・在勤の 20～30 代の若者が、地域

のモノ・コト・ヒトに学びながら地域活性化につながる活動を展開していま

す。

■Q：団体の理念を教えてください。

□A：手作りで地域の元気や鶴岡らしいライフスタイルの共有に貢献することです。

■Q：活動を始めた経緯を教えてください。

□A：集える場所が少なかったり、自然や伝統文化への関心が薄れてきたり、人口が減

ってきたり。でも「地域の元気がなくなりつつある現状を何とかしたい」、そん

な思いから活動をスタートしました。

■Q：特徴的な事業を教えてください。

□A：「こしゃってマルシェ」は、毎回約 30 店がこだわりの農産物や加工品、雑貨など

を販売しています。ターゲットである子育て世代を中心に、これまで 6 回の開催

で 6 千人を超える来場があり、集いの場として、また、この地域の素晴らしさ・

面白さを共有する場として定着しています。

◇地域と子どものつながりづくり／郷土愛の醸成

住民自治組織と地域団体、学校等が連携・協力のもと、地域資源を活かした

学習活動等を通じて、地域と子どもをつなげ、郷土愛を育むとともに、地域の

魅力を継承する取り組みが行われています。

取り組み 小学校と地域が連携した校外学習の取り組み

組 織 名 鶴岡地域 朝暘第四小学校

手作り市「こしゃってマルシェ」の開催「森と木プロジェクト」の開催
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湯田川神楽の体験学習

平成 26 年 4 月に、朝暘第四小学校と田川小学校と湯田川小学校が統合とな

り、新朝暘第四小学校がスタートしました。小学校では、広くなった学区に

親しみを持ってもらおうと、田川地区と湯田川地区をフィールドに、地区住

民との交流や、地区の伝統・文化、特産物等に直接触れ、理解を深める校外

学習活動が行われています。

■Q：子ども達の反応を教えてください。

□A：地域の人や伝統・文化、特産品等に直接触れ

ることができ、楽しく学習しています。帰宅

後も、家庭で、校外学習のことが話題にあが

るようですし、後日、家族で田川地区や湯田

川地区に遊びに行くこともあるようです。

■Q：地区の反応を教えてください。

□A：地区のおばあちゃん達にも大盛況で、子ども

達の声を聞くと、自分達も地域も元気が出て

くるように感じるとの声を聞きます。

■Q：苦労していることはありますか？

□A：大人数での事業となりますので、すぐに実施

できるようなものでもなく、地域の情報収集

から交通手段の確保、実施時期等を含めた事

業企画の検討が重要です。地域情報が集まっているデータバンクのようなものや、

地域と学校をつなぐコーディネーターがいると助かります。

取り組み 鶴岡地域 由良ふるさとかるたを通じた地域づくり

組 織 名 鶴岡地域 由良自治会

子ども達をはじめとする地域住民から、由良地区に関するかるたの読み札

となる標語を募集し、かるたを作成し、地区の歴史、文化、海岸等の景観、

漁港の活動等、豊かな地区の魅力を再認識してもらうとともに、かるたの活

用を通じて、次代へ継承する取り組みが行われています。

■Q：かるた作成に至る経過を教えてください。

□A：由良小学校は統合に伴う閉校が決まって

いたので、閉校前に地区住民と子ども達

が、かるたの作成を通じて交流を深めな

がら、漁村文化をはじめとした豊かな地

区の魅力の再発見と継承につなげようと

取り組みました。
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由良小でかるた大会を開催

自然観察・実習体験

大山地内見学学習

■Q：子ども達の参加を促すために工夫したこ

とは何ですか？

□A：小学校に協力を依頼して、小学校を通じ

て、読み札の募集を行いました。また、

完成後には、小学校を会場にかるた大会

を開催しました。

■Q：作成までの作業は大変だったと思います

が？

□A：自治会、由良地域審議会、由良社会福祉協

議会、ゆらまちっく戦略会議、由良文化財愛好会、防犯協会由良支部、交通安全

豊浦支部由良分会が連携・協力し、役割分担のもと作成しました。

取り組み 高舘山少年教室の開催

組 織 名 鶴岡地域 大山自治会

恵まれた自然、伝統、歴史等の地域資源を活かし、自然学習や実習、体験

のほか、地域住民との交流を通じて、ふるさとを愛する心豊かな子どもを育

てる取り組みが行われております。

■Q：主な活動を教えてください。

□A：6 つの活動の柱があり、①自然観察や実習体

験、②見学学習・ウォークラリー、③一泊体

験学習、④ボランティア活動、⑤制作活動や

実習活動、⑥交流（世代間交流）のほか、開

講式と閉講式も行っています。なお、指導は、

地域住民と生涯学習推進員、小学校の先生、

保護者ボランティア、大山自治会職員が連携し

てあたっています。

■Q：どのような成果が挙がっていますか？

□A：子ども同士、協力しながら学び合い教え合う

ようになりました。また、上級生は下級生の

面倒をよく見るようになりました。子ども達

には、事業を終了したことによる達成感と、

学習に協力してくれた地域の方への感謝の気

持ちが生まれます。保護者の関心も高く、保護

者ボランティア登録数が年々増加しています。今年で 44 回目の開講となります

が、将来子ども達が、進学や就職等でふるさとを離れることがあったとしても、

生まれ育った故郷を誇りに思えるように想いをこめて実施しています。
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■Q：今後の課題を教えてください。

□A：さらに充実した内容にするため、学年に応じた学習内容の検討が必要と考えてい

ます。また、習い事やスポーツ少年団への加入が増えており、上級生の参加者の

確保が課題です。

取り組み 地域の宝物を子どもたちにつなぐための体験型生涯学習塾の開

催

組 織 名 櫛引地域 体験型生涯学習塾「松根塾」

自然や伝統文化、歴史といった松根地区の宝物（地域資源）を、地域の住

民達が体験的に学ぶ生涯学習活動を通じて、次世代継承を図る取り組みが行

われています。

■Q：松根塾の理念、モットーを教えてください。

□A：地域の宝物を子どもたちにつなげるこ

とです。モットーは「知行同一」。

■Q：なぜ松根塾が必要なのですか？

□A：地域の宝物を公民館の組織体制で継承

していくには難しい状況があり、長い

期間でじっくりと取り組める組織が

必要と考えました。

■Q：松根塾の特徴を教えてください。

□A：天狗舞獅子舞、歴史、六十里越街道な

ど研究班を６つ設けることで、住民の

幅広い興味・関心に世代を越えて対応

できるようにしており、住民の交流促

進にも寄与しています。また、毎年１２

月には活動発表会を開催し、活動の成

果を塾生や地区住民に報告していま

す。

■Q：松根塾の主な取組みを教えてください。

□A：途絶えていた天狗舞獅子舞の復活、夏の例祭での子ども神輿、また、市の鶴岡パ

ートナーズ事業を活用した歴史公園の整備、県の若者チャレンジ応援事業を活用

した婚活イベントの開催等です。

天狗舞獅子舞の復活

夏の例祭での子ども神輿
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7 計画の推進

（1）計画の周知

本計画を実現するためには、市民・地域・行政が、連携・協力のもと

に取り組むことが重要です。そのため、本計画を市のホームページで公

開するとともに、地域コミュニティの基盤となる住民自治組織等に配布

し各種会合等の機会を通じて説明を行いながら、広く情報が行きわたる

よう、周知に努めます。

（2）計画の推進

本計画に記載の各種取り組みについて、さらに地域の特性を活かした

地域主体の具体的な取り組みとするため、住民自治組織ごとの「地域ビ

ジョン」策定を推進し、これに基づき具体的な取り組みが実現できるよ

うに努めます。

また、地域活動に関わる組織の関係者、地域活動の経験者、学識者及

び公募委員をもって組織する「鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員

会」において、基本方針及び推進計画に定められた事項のほか、本市地

域コミュニティの維持・活性化のための施策について検討します。

行政内部では、「鶴岡市地域コミュニティ活性化推進員会幹事会」にお

いて、関連する施策の融合等も含め、関係各課が連携・協力のもと計画

の推進に努めます。

（3）計画の見直し

社会経済情勢や地域コミュニティを取り巻く環境の変化等に対応する

ため、5年ごとに計画の見直しを行うこととします。
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Ⅰ地域コミュニティが抱える課題（課題整理のための一覧表）

＜分類の種類＞

◆共通（全市共通）、◆鶴岡共通（鶴岡地域共通）、◆鶴岡市街地（鶴岡地域市街地）、◆鶴岡郊外地（鶴岡地域郊外地）、◆藤島地域、◆羽黒地域、

◆櫛引地域、◆朝日地域、◆温海地域  ※再掲項目には(再)を記載

（1）自治組織が抱える組織上・運営上の課題

①単位自治組織

＜組織上の課題＞

現状、問題意識 課題項目 具体的取り組みのアイデア（具体的取り組みを設定するうえで地

域資源を活用できるものがあれば記載）※【】は取り組み主体

【市民の意識】

◆共通

○コミュニティ意識の希薄化

○単位自治組織活動に協力が少なく他人任せに

なってきている

○近隣関係の希薄化

○世代間におけるコミュニティ意識のズレがある

○職業の多様化による結束力の弱体化

◆共通

Ａ地域コミュニティや単位自治組織の意義や活動

に対する理解促進

Ｂ近隣関係の再構築

Ｃ世代間交流の推進

◆鶴岡共通

Ｄ単位自治組織が抱える問題・課題の再認識と共

有

◆共通

ＡＤ単位自治組織の存在意義を確認し問題・課題を共

有するワーキングや講演会等の開催【単位自治組

織、市】

Ａ総会資料等の作り方に工夫をこらし活動方針や活

動自体の見える化【単位自治組織】

ＡＤコミュニティ広報紙（コミュニティだより）の充

実による情報発信力の強化【単位自治組織】

Ａ地域の子どもの郷土愛を育む地域教育活動の実践

【単位自治組織、市】

Ｂ笑顔で挨拶を交わす取り組みの実践【単位自治組

織】

Ｂ近隣が気軽に話し合える雰囲気や場づくり（隣組座

談会など）【単位自治組織】

Ｃ各世代が単位自治組織活動に参加しやすい雰囲気

や場づくり【単位自治組織】

◆櫛引地域、朝日地域

Ｃ一体感を醸成するための世代間交流事業の実践【単

位自治組織】

【会員】

◆共通

○会員の高齢化と減少

○単位自治組織への未加入者がいる

○会員の情報が把握できない（世帯カード等を

作成する際に情報が得にくい）

◆鶴岡市街地

○アパート入居者で単位自治組織に入らない世

帯がある

◆櫛引地域

○会員の脱退

◆共通

Ａ単位自治組織の意義や活動に対する理解促進

(再)

Ｂ在住者や転入者への加入の呼びかけ

Ｃ緊急時や災害時に備えた個人情報の提供に係る

理解促進と情報収集

Ｄ民生児童委員等との連携による情報伝達・収集

力の向上

Ｅ移住・定住促進

◆共通

Ａ単位自治組織の存在意義を確認し問題・課題を共有

するワーキングや講演会等の開催【単位自治組織、

市】(再)

ＡＢ転入者及び転居者に対し、市民課等窓口において

住民票異動手続きの際に、町内会加入呼びかけチラ

シを配付（継続）【市】

Ｂあきらめず誘い続ける声がけの実践【単位自治組

織】（再）

Ｃ緊急時や災害時に備えた住民情報収集の必要性、取

扱い方法、活用方法及び活用成果についての説明・

情報公開、その情報収集【単位自治組織、市】（再）

Ｃアンケートを活用してのコミュニティ活動に必要

な住民情報や住民ニーズの収集・把握【単位自治組

織、市】（再）

Ｄ単位自治組織、広域コミュニティ組織、民生児童委

員、社会福祉協議会の連携による情報収集活動の検

討【単位自治組織、広域コ】（再）※広域コは組織があ

る地域のみ

Ｅ空き家利用による Uターン・Iターン等移住希望者

の定住促進【市、単位自治組織】（再）

◆鶴岡市街地

ＡＢ市、自治組織、関係団体との連携によるアパート

家主及び入居者等への町内会加入啓蒙の推進【市・

単位自治組織】

ＣＤ市と単位自治組織と関係団体が協力・連携したア

パート入居者に係る情報収集活動の実践【市、単位

自治組織】

【役員】

◆共通

○役員の担い手不足と高齢化・固定化

○役員の本来業務が多いうえ、あて職も多く、

役員の負担が大きい

◆共通

Ａ組織の機能や役割等の見直し（役員の役割分担、

選出方法、負担軽減策等含む）

Ｂ担い手となる人材の確保・育成

◆共通

Ａ役員の任期・交代・選定方法（公募含む）のあり方

検討会の開催【単位自治組織】

Ａ役員の負担軽減に繋がる効果的な分担制の検討【単
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◆鶴岡市街地

Ｃ学区団体組織等の統合・再編に係る情報交換

位自治組織】

Ａ広域コミュニティ組織が先導して「地域課題総合調

整会議」を開催し、課題解決のための優先順位付け、

役割分担等を決める【単位自治組織、広域コ、市】

※広域コ組織がある地域のみ

Ｂ次世代のリーダー育成を目的とした研修や情報交

換会の開催【単位自治組織、市】

Ｂ女性の力の活用、女性の活躍の場の拡大（女性を役

員に登用）【単位自治組織】

Ｂ若者の活躍の場の拡大【単位自治組織】

◆鶴岡共通

Ｂ町内会役員と PTA・婦人会・体育協会等との交流促

進【単位自治組織】

◆鶴岡市街地

Ｃ各種団体・組織の統合・再編に係る情報交換会の開

催【単位自治組織、広域コ、市】

【会費・資金】

◆共通

○会員減少や増加する高齢者世帯の減免等に伴

う会費収入減によって単位自治組織の財政運

営が難しい

○市街地にくらべて会費等の住民負担が重い

（住民会費、互助会費、振興会費、公民館費、

神社、寺等）※市街地以外共通

◆鶴岡市街地

○会計支出全体にしめる他団体への負担金の割

合が多く、単位自治組織財政運営の負担が大

きい

○会費未納者が多くなってきている

◆藤島地域、羽黒地域

○小規模単位自治組織では会費負担が重くなっ

ている

◆共通

Ａ会費のあり方の検討

Ｂ財政運営の見直し

Ｃコミュニティビジネスを含めた活動資金の確保

策の検討

◆鶴岡市街地

Ｄ学区団体組織等の統合・再編に係る情報交換

（再）

◆共通

Ａ会費のあり方検討会の開催【単位自治組織】

Ｂ会費収入に見合った事業運営に向けた住民合意に

基づく活動の優先順位付けや内容の見直し【単位自

治組織】

Ｂ小規模単位自治組織への支援（継続：鶴岡市住民自

治組織総合交付金）【市】

ＢＤ各種団体・組織の統合・再編の検討【単位自治組

織、広域コ、市】(再)※広域コは組織があるところ

Ｂ単位自治組織運営に係る研修の実施【単位自治組

織、市】

Ｃコミュニティビジネスの取り組みに向けた研究活

動【単位自治組織】

【組織の規模】

◆共通

○人口減少、少子高齢化に伴う世帯数の減少に

よって、単位自治組織の小規模化の進行が懸

念される

◆朝日地域

○子どもが少なく、今後の集落の存続が懸念さ

れる

◆温海地域

○極めて小規模な集落がいくつかあり、今後の集落

の存続が懸念される

○地理的に離れており、集落組織の統合は難し

い

◆共通

Ａ将来を見据えた単位自治組織の再編に係る情報

交換

Ｂ周辺単位自治組織との連携

Ｃ広域コミュニティ組織による機能補完※広域コ組

織がある地域のみ

◆共通

Ａ単位自治組織の再編・統合への実務的支援と財政支

援（継続：統合町内会への鶴岡市住民自治組織総合

交付金の経過措置）【市】

ＡＢ隣接する単位自治組織との情報交換会の開催【単

位自治組織】

Ｃ単位自治組織と広域コミュニティ組織の機能・役割

分担会議の開催【単位自治組織、広域コ、市】※広

域コ組織がある地域のみ

◆櫛引地域

Ｃ広域コミュニティ組織形成に向けた検討【単位自治

組織、市】

＜運営上の課題＞

現状、問題意識 課題項目 具体的取り組みのアイデア（具体的取り組みを設定するうえで地

域資源を活用できるものがあれば記載）※【】は取り組み主体

【組織の役割・機能】

◆共通

○人口減少、少子高齢化の中でも、特に防災・

福祉がしっかりと機能するための組織づくり

が必要

◆共通

Ａ防災・福祉が機能する組織づくり

◆共通

Ａ地域団体組織（広域コミュニティ組織、単位自治組

織、学区・地区社協等の団体）による情報交換会の

開催、連携組織の立上げ【単位自治組織、広域コ、

市】(再)※広域コは組織があるところ

Ａ単位自治組織と広域コミュニティ組織との機能・役

割分担会議の開催【単位自治組織、広域コ、市】※

広域コ組織がある地域のみ

【事業全般/生涯学習】

◆共通

○参加者が減少、固定化、高齢化している

○就労形態の多様化によって、事業の日程調整

や参加者の確保が難しい

○地域事業の日程が過密になってきている

○事業内容がマンネリ化している

○人口減少、少子高齢化に伴って実施困難な事

業が発生してきている

◆共通

Ａ事業への参加の呼びかけ

Ｂ開催日程の見直し、開催形態の工夫

Ｃ参加者層を意識した魅力的な事業企画立案と実

施

Ｄ単位自治組織事業等の喫緊の課題の洗い出し作

業、住民ニーズの把握、事業の優先順位付け

Ｅ関係団体との協力・連携体制の構築

◆共通

Ａあきらめず誘い続ける声がけの実践【単位自治組

織】(再)

ＡＣ多様な媒体を活用した事業周知、年齢層やライフ

ステージを意識した PR 活動【単位自治組織】

Ａ総会資料等の作り方に工夫をこらし活動方針や活

動自体の見える化【単位自治組織】（再）

Ａ市職員への地域コミュニティ活動への積極的な参
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○学校行事やスポーツ少年団の活動が多く、日

程調整が難しい

◆鶴岡共通

○役員の負担が大きく、また、費用の捻出及び

参加者確保の面でも生涯学習事業の実施が困

難になりつつある、手が回らないという声が

ある

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

○生涯学習活動については、地域活動センター

等の事業に参加すること自体が、活動となっ

ているところが多い

◆朝日地域

○個々の集落で行ってきた事業が過疎や高齢化

の進行で実施困難となることが予想される

Ｆ持続可能な事業運営のための人材育成・確保、

資金管理

Ｇ単位自治組織と広域コミュニティ組織との連

携・役割分担※広域コ組織がある地域のみ

Ｈ学校事業・スポ少活動との調整

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

Ｉ生涯学習活動における地域活動センター等との

連携・協力

加呼びかけ【市】

ＢＣ会議の開催形態を工夫する【単位自治組織】（「若

い世代が会議に参加しやすいように、同日・同時間

に子ども行事を実施し、親は会議に参加、子どもは

行事で楽しむ」、「親子行事や祖父母孫行事など、多

世代が一緒に参加し、関わることができる事業の開

催」等）

ＢＣＤ従来行われてきた事業内容の再点検・見直し

【単位自治組織】

Ｃ単位自治組織の中で事業企画を公募する【単位自治

組織】

ＣＤ住民ニーズの把握（アンケートの活用など）と、

ニーズに沿った事業企画【単位自治組織】

ＣＤ知見を共有するための単位自治組織活動報告会

の開催【市、単位自治組織】

Ｄ単位自治組織の存在意義を確認し問題・課題を共有

するワーキングや講演会等の開催【単位自治組織、

市】(再)

Ｅ分野別に強みを持つ関係団体との事業共催【単位自

治組織】

Ｆ事業を通じて自分が必要とされている喜びや達成

感・生きがいを共有できる仕掛けづくり【単位自治

組織】

ＦＣ人材育成のための研修機会の充実（単位自治組織

の若手を対象とした研修会、PTA と連携しての地域

人材育成研修会、コミセン職員研修会など）【市】

ＤＧ単位自治組織と広域コミュニティ組織との機

能・役割分担会議の開催【単位自治組織、広域コ、

市】(再) ※広域コは組織があるところ

ＡＨ学校やスポーツ少年団との相互の連絡を密にし、

年間計画により事業を組み立てるなどの工夫【単位

自治組織】

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

Ｉ生涯学習活動において、地域活動センター等と連携

しての事業実施【単位自治組織、広域コ】

◆朝日地域

Ａ事業内容を精査し、近隣の集落と共同して行うなど実施

方法を検討する【単位自治組織】

【福祉／防犯・防災】

◆共通

○高齢者や要支援者が増加し、会員の高齢化・

減少、若者の減少、さらに平日昼間の人口減

少等、地域の防犯・防災体制（消防団等を含

む）を弱体化させる要因が増えてきている

○高齢化に伴い、見守りや生活支援（除雪、買

い物、通院等）を必要とする高齢者世帯や認

知症高齢者等の要支援者が増加しており、加

えて要支援者の情報（緊急時の連絡者含む）

は把握しにくい

○高齢者が振り込め詐欺等の犯罪や悪質訪問販

売に巻き込まれるケースが増えてきている

○空き家が年々増加しており、防犯、防災上の

不安を抱えている

○自主防災組織はあるものの、十分な機能を果

たし得る体制に至っていないところもある

○不審者の情報が寄せられる等、子どもたちの

安全・安心の確保が強く求められている

○地理的状況により、従来のコミュニティ組織

の区域を超えた（地区や地域を超えた）避難

も想定される

◆鶴岡市街地

○住民の動向をリアルタイムに把握することが

難しい

◆羽黒地域

○防犯・防災において、個別受信機が使えなく

なり外の防災無線は聞き取れず、今までより

情報が得られず心配である

◆櫛引地域

○見守り隊の参加人数が減ってきており、継続

するのが難しくなってきている

◆共通

Ａ要支援者への声掛け・見守り・支援体制の構築

Ｂ緊急時や災害時に備えた個人情報の提供に係る

理解促進と情報収集(再)

Ｃ民生児童委員等との連携による情報伝達・収集

力の向上(再)

Ｄ振り込め詐欺、悪質訪問販売の対策強化

Ｅ空き家の実態把握

Ｆ自主防災組織の機能強化

Ｇ子どもの見守り体制の構築

Ｈ高齢者の生活ニーズ（除雪・買い物・通院等）

への対応

Ｉ単位自治組織と広域コミュニティ組織との連

携・役割分担（再）※広域コ組織がある地域のみ

Ｊ避難先の（避難場所の）コミュニティ組織や自

主防災組織との連携

◆鶴岡市街地

Ｋ隣組等で把握した住民の動向を単位自治組織の

上部に伝える伝達手段の確立

◆羽黒地域

Ｌ防災情報の取得と伝達周知方法の検討

◆櫛引地域

Ｍ見守り隊の活動体制の見直し

◆温海地域

Ｎ災害時における集落の孤立対策

◆共通

ＡＦ災害時要援護者支援計画の策定【単位自治組織】

ＡＢ自治組織による要支援者の把握への市の協力（避

難行動要支援者個別支援計画等作成支援事業）【市】

Ａ見守り、防災面での女性の力の活用、女性の活躍の

場の拡大【単位自治組織】(再)

Ｂ緊急時や災害時に備えた住民情報収集の必要性、取

扱い方法、活用方法及び活用成果についての説明・

情報公開、その情報収集【単位自治組織、市】（再）

Ｂアンケートを活用してのコミュニティ活動に必要

な住民情報や住民ニーズの収集・把握【単位自治組

織】（再）

Ｃ単位自治組織、広域コミュニティ組織、民生児童委

員、社会福祉協議会の連携による情報収集活動の検

討【単位自治組織、広域コ】（再）※広域コは組織があ

るところ

Ｄ県や市の消費生活センターと連携しての研修会の

開催や啓発活動の実施【単位自治組織、市】

Ｅ空き家の実態を常時把握する体制づくり【単位自治

組織】

Ｆ自主防災組織の機能点検【単位自治組織】

ＦＪ有事を想定した防災訓練の実施【単位自治組織、

広域コ、市】※広域コは組織があるところ

Ｇ地域住民の防犯意識の啓発活動【単位自治組織】

Ｇ学校、保護者、単位自治組織、広域コミュニティ組

織、地域団体との連携による「見守り隊」活動の実

践【単位自治組織、広域コ、市】

Ｈ高齢者の生活ニーズ（支援が必要な人と支援ができ

る人の情報収集、必要とされる支援内容の洗い出

し、高齢者支援のボランティア体制の確立）への対

応策の検討【単位自治組織、広域コ】※広域コは組織

があるところ
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◆温海地域

○地理的に集落が点在しており、土砂災害によ

り孤立の恐れがあり心配である

◆鶴岡共通

ＡＩ単位自治組織と広域コミュニティ組織との機

能・役割分担会議の開催【単位自治組織、広域コ、

市】(再）

◆鶴岡市街地

Ｋ住民動向を隣組単位で把握して単位自治組織の上

部に伝達する仕組みの構築【単位自治組織】

◆鶴岡郊外地、櫛引地域

Ｆ登録の消防団活動協力員への活動協力・参加につい

て、あきらめず誘い続ける声掛けの実践【単位自治

組織】

◆藤島地域、温海地域

Ｂ近隣者による情報の把握【単位自治組織】

◆羽黒地域

Ｌ防災情報を取得する方法の周知や情報提供方法の

検討【市】

◆櫛引地域、朝日地域

Ｈ除雪パートナーズ等の既存事業の活用【市】

Ｈ移送サービスの検討【市】

◆櫛引地域

Ｆ防災訓練や防災座談会等を開催して防災意識の高

揚を図る【市、自主防災組織等】

Ｈ買物や通院等を支援する体制構築に向けた検討【市】

Ｍ見守り隊の活動体制の見直し【市】

◆温海地域

Ｎ有事の際の情報伝達システムの確立【市、単位自治

組織】

◆朝日地域

Ｆ自治会内の消防団ＯＢの調査・把握と協力員への参

加促進【消防団】

Ｈ除排雪サービス体制の事業化検討【市】

Ｈ豪雪対策特別支援事業の拡充【市】

Ｈ高齢者いきいきパスの拡充【市】

Ｈ買い物代行サービスの事業化【市】

【生活環境整備】

◆共通

○会員の高齢化等により、河川清掃や側溝清掃

等の共同作業の継続が難しくなってきている

◆鶴岡市街地

○アパート入居者に係るごみ処理等のマナー違

反

◆温海地域

○毎年、海岸集落は海岸清掃を行っているが漂

流物が増え単位集落では対応できない

◆共通

Ａ単位自治組織の状況（年齢構成等）に応じた共

同作業の役割・作業分担、作業の簡略化の検討

Ｂ協働体制の構築

◆鶴岡市街地

Ｃアパート入居者への単位自治組織ルールの周知

徹底

◆温海地域

Ｄ海岸の漂流ごみ対策

◆共通

Ａ共同作業の在り方の検討【単位自治組織】

ＢＤ多様な組織（国、県、市、NPO、企業、ボランテ

ィア団体等）による協働体制の検討と実施【市、単

位自治組織】

◆鶴岡市街地

Ｃ関係団体との連携によるアパート家主及び入居者

への単位自治組織ルールの徹底【市・単位自治組織】

◆朝日地域

Ａ転出者のほか、地域の縁故者等へ要請【単位自治組

織】

【財産管理】

◆共通

○自治公民館をはじめ、単位自治組織の財産の

維持・管理が負担になっている

○老朽化や耐震対策、高齢化に対応する施設環

境整備として、公民館や遊具等の改修が必要

となっている

◆櫛引地域

○山林や墓地など単位自治組織等共有財産の所

在や境界が不明確なままになっているものがある

○共有財産の歴史や経過がきちんと管理されてお

らず、役員に引き継がれていくか不安がある

◆温海地域

○有線放送設備の配線等の修繕費が多額で財政

的に困っている

○自治会所有している山林の境界がわかる人がい

なくなった

◆共通

Ａ自治公民館等の適切な維持・管理

Ｂ代替施設等

Ｃ整備に係る支援

◆櫛引地域

Ｄ単位自治組織等共有財産に関する境界と歴史経

過の明確化

◆温海地域

Ｅ情報伝達システムの確立

Ｆ単位自治組織所有の山林、土地等の明確化

◆共通

ＡＣ各種助成金や協賛金等の外部資金の獲得、獲得に

向けた情報収集【単位自治組織、市】

Ａ将来を見通した財政運営の検討（積立等）【単位自

治組織】

Ｂ空き家等の活用の検討【単位自治組織】

Ｃ公民館類似施設整備に係る支援（継続：公民館類似

施設整備事業補助金）【市】

◆櫛引地域

Ｄ地区共有財産に関する境界・歴史経過の確認と引継

ぎ【単位自治組織】

◆朝日地域

Ａ長期的な修繕計画の策定【単位自治組織】

◆温海地域

Ｅ情報伝達システムの研究・検討【市、単位自治組織】

Ｆ単位自治組織所有の山林、土地等の財産台帳の整備

【単位自治組織】

【行政との関わり】

◆共通

○行政だけや地域だけでは、地域課題の解決は、

なかなか進まない

○各種の調査報告とりまとめ等、行政からの多

◆共通

Ａ地域と行政による課題解決の仕組みづくり

Ｂ行政から町内会に依頼される仕事の洗い出しや

整理・統合

◆共通

Ａ地域と行政による課題解決の仕組みづくりの検討

を行う場づくり【市、広域コ、単位自治組織】

Ａ地区担当職員による行政側の情報提供、地域課題の
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様な依頼業務（文書配布、会議、役職推薦、

募金等）が町内会の負担となっている（行政

の下請けとの苦情が多く聞かれる）

情報収集、解決に向けた取り組み支援【市】

Ｂ行政が単位自治組織に依頼している仕事の洗い出

し調査の実施、整理・統合に向けた検討【市】

Ｂ行政依頼業務に係る財政的支援の継続（継続：鶴岡

市住民自治組織総合交付金）【市】

【その他】

◆共通

○地域コミュニティが抱える課題やその解決策

についての共有が図られていない

◆共通

Ａ地域コミュニティが抱える課題やその解決策に

ついての情報共有

◆共通

Ａ地域課題の解決方策等の事例を HP に整理し発信

【市】

②広域コミュニティ組織

＜組織上の課題＞

現状、問題意識 課題項目 具体的取り組みのアイデア（具体的取り組みを設定するうえで地

域資源を活用できるものがあれば記載）※【】は取り組み主体

【市民の意識】

◆共通

なし

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

○広域コミュニティ組織への理解が進んでいな

い

◆共通

なし

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

Ａ広域コミュニティ組織への理解促進

◆共通

なし

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

Ａ広域コミュニティ組織の意義と活動内容の PR【広域

コ】

Ａ広域コミュニティ組織への理解促進を目的とした

研修会の開催【市、広域コ】

【会員】

※会員は学区に所属する単位自治組織の会員で

構成されていることから、単位自治組織の組織

上の課題と同じ

※会員は学区に所属する単位自治組織の会員で

構成されていることから、単位自治組織の組織

上の課題と同じ

※会員は学区に所属する単位自治組織の会員で構成

されていることから、単位自治組織の組織上の課題

と同じ

【役員】

◆共通

○構成役員は単位自治組織や団体からのあて職

が多く役職が重複する等、負担が大きい

○役員が一斉に交代するところや、あて職の場合

には所属団体の任期で変わるところもあり、地

域の問題・課題に積極的に動けない状況にある

◆共通

Ａ役員の選任方法の検討

Ｂ担い手となる人材の確保・育成(再)

◆鶴岡市街地

Ｃ組織の機能や役割等の見直し（役員の役割、分

担、負担軽減策等含む）(再)

◆共通

Ａ役員の任期・交代・選定方法（公募含む）のあり方

検討会の開催【広域コ】(再)

Ｂ女性の力の活用、女性の活躍の場の拡大（女性を役

員に登用）【単位自治組織、広域コ】(再)

Ｂ若者の活躍の場の拡大【広域コ】(再)

Ｂ人材育成のための研修機会の充実（町内会若手を対

象とした研修会、PTA と連携しての地域人材育成研

修会、コミセン職員研修会など）【市】(再)

◆鶴岡市街地

ＡＣ地域の現状に応じた組織体制の見直しを行い、組

織及び活動の活性化に繋げる【広域コ】

【会費・資金】

◆共通

なし

◆鶴岡郊外地

○会員減少による資金不足が心配される

◆藤島地域

○新たな事業に取り組む時には財源確保が必要

となる

◆羽黒地域

○住民からの会費がない組織においては、事業運

営にゆとりがない

◆共通

なし

◆鶴岡郊外地

Ａ会費のあり方の検討(再)

Ｂ財政運営の見直し(再)

◆鶴岡郊外地、藤島地域、羽黒地域

Ｃ会費制の導入やコミュニティビジネスを含め

た活動資金の確保

◆共通

なし

◆鶴岡郊外地、藤島地域、羽黒地域

Ａ会費のあり方検討会の開催【広域コ】(再)

Ｂ住民合意に基づく活動の優先順位付けや内容の見

直し【広域コ】(再)

◆鶴岡郊外地、羽黒地域

Ｃコミュニティビジネスの取り組みに向けた研究活

動【広域コ】(再)

◆羽黒地域

Ｃ各種助成金等活用方法の研究【広域コ】

【組織の規模・エリア】

◆共通

○1 つの小学校区内に、複数の広域コミュニティ

組織が存在しているところもあり（その逆もあ

り）、活動への思い入れ等に温度差が生じる等、

一体感を作りあげていくことが難しい

◆共通

Ａ広域コミュニティ組織内の情報共有・連携強化

Ｂ広域コミュニティ組織と学校、PTA との連絡体

制づくり

◆共通

Ａ交流や話し合いの機会を持つ【広域コ】

Ａコミュニティ広報紙（コミュニティだより）の充実

による情報発信力の強化【広域コ】(再)

Ｂ広域コミュニティ組織と学校、PTA との連絡体制の

強化【広域コ】
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【単位自治組織との関わり】

◆共通

○単位自治組織と広域コミュニティ組織との役

割分担が明確になっていない

○少子高齢化に伴い、単位自治組織の機能は縮小

傾向にある

◆鶴岡市街地

○単位自治組織の統廃合は広域コミュニティ組

織から主導してほしいとの声がある

◆共通

Ａ単位自治組織と広域コミュニティ組織の連携、

事業の範囲と役割の調整・明確化

Ｂ広域コミュニティ組織による単位自治組織へ

の機能補完、適切な支援やアドバイス

◆鶴岡市街地

Ｃ将来を見据えた隣組や単位自治組織の再編の

検討

◆共通

ＡＢＣ単位自治組織と広域コミュニティ組織の機

能・役割分担会議の開催【単位自治組織、広域コ、

市】（再）

【他の地域組織との関わり】

◆共通

なし

◆鶴岡市街地、藤島地域

○各種団体・協議会が多く、同じ顔ぶれの広域コ

ミュニティ組織区域内会合も多く、また、会合

自体も多い

○各種団体同士の情報交換や連携が十分ではな

い

◆羽黒地域

○地域の区長会や地区の区長会等との関係性が

未調整

◆共通

なし

◆鶴岡市街地、藤島地域

Ａ広域コミュニティ組織区域内にある様々な組

織の整理

Ｂ広域コミュニティ組織区域内団体組織による

情報交換や連携の場づくり

◆羽黒地域

Ｃ全域の区長会や地区の区長会等と広域コミュ

ニティ組織との関係性の構築

◆共通

なし

◆鶴岡市街地

Ａ各種団体・組織の統合・再編の検討【単位自治組織、

広域コ、市】(再)

Ａ各種団体の事務局を広域コミュニティ組織に集約

する等、組織体制の見直しや団体同士の連携を進め

地域づくりに活かす【広域コ】

◆鶴岡市街地、藤島地域

ＡＢ各種団体組織（広域コミュニティ組織、単位自治

組織、学区社協等の団体）による情報交換会の開催、

連携に向けた検討【単位自治組織、広域コ、市】

◆羽黒地域

Ｃ広域コミュニティ組織連絡体制の検討【市、広域コ】

【その他】

◆共通

なし

◆藤島地域、羽黒地域

①広域コミュニティ組織間の情報を共有したい

◆共通

なし

◆藤島地域、羽黒地域

Ａ広域コミュニティ組織間の連絡体制づくり

◆共通

なし

◆藤島地域、羽黒地域

Ａ広域コミュニティ組織連絡協議会の設立【広域コ】

＜運営上の課題＞

現状、問題意識 課題項目 具体的取り組みのアイデア（具体的取り組みを設定するうえで地

域資源を活用できるものがあれば記載）※【】は取り組み主体

【組織の役割・機能】

◆共通

○人口減少、少子高齢化の中でも、特に防災・福

祉がしっかりと機能するための組織づくりが

必要(再)

○単位自治組織の機能維持が難しくなっており、

単位自治組織の機能補完や広域的課題の解決、

生涯学習活動の推進等の取り組みに期待が高

まっている

◆鶴岡市街地

○単位自治組織と広域コミュニティ組織との連

携・役割分担により、役員等の負担を少なくし

ながら、より効果の上がる事業活動が求められ

ている

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

○これまで地区公民館事業として行っていた事

業はあるが、新たに取り組むべき活動が手探り

状態である

◆朝日地域

○これまで地域全体で取組んできた事業は、広域

コミュニティ組織の事業として取り組み難い

◆共通

Ａ防災・福祉が機能する組織づくり(再)

Ｂ地域課題を踏まえた単位自治組織と広域コミ

ュニティ組織の連携・役割分担

Ｃ課題解決型広域コミュニティ組織運営への転

換・実践

Ｄ住民の声を反映した地域ビジョンづくり

Ｅ地域における人的ネットワークに資する拠点

性の確保と情報発信力の強化

Ｆ生涯学習活動の推進

◆朝日地域

Ｇ広域コミュニティ組織の連合組織による指導

力・調整力の発揮

◆共通

ＡＢＣＦ広域コミュニティ組織が先導して「地域課題

総合調整会議」を開催し、課題解決のための優先順

位付け、役割分担等を決める【広域コ、単位自治組

織】（再）

ＡＢＣ各種団体・組織の統合・再編の検討【単位自治

組織、広域コ、市】(再)

Ｃ地域コミュニティの実態を把握するための調査の

継続実施【市・広域コ】

Ｄ住民の声を反映した地区計画の策定【広域コ】

Ｅ市民が気軽に集まれる場をつくるための検討会議

の開催【広域コ】

Ｅコミュニティ広報紙（コミュニティだより）の充実

による情報発信力の強化【広域コ】(再)

Ｅ各種団体組織（広域コミュニティ組織、単位自治組

織、学区社協等の団体）による情報交換会の開催、

連携に向けた検討【単位自治組織、広域コ、市】（再）

◆朝日地域

Ｇ広域コミュニティ組織の連合組織への支援体制の

構築【市、広域コ】

【事業全般/生涯学習】

◆共通

○参加者が固定化、高齢化、減少している(再)

○地域事業の日程が過密になっている(再)

○事業がマンネリ化、固定化、他の地域事業と重

複している

○事業が多く事務局の負担が増加している

○事業を実施する際の担い手不足

○単位自治組織の機能維持が難しくなっており、

広域コミュニティ組織による生涯学習活動に

期待が高まっている

◆共通

Ａ事業への参加の呼びかけ(再)

Ｂ広域コミュニティ組織の調整機能の発揮

Ｃ参加者層を意識した魅力的な事業企画立案と

実施（再）

Ｄ組織や事業の統合・再編

Ｅ関係団体、NPO、志縁団体との協力・連携体制

の構築

Ｆ地域課題を踏まえた単位自治組織と広域コミ

ュニティ組織の連携・役割分担(再)

Ｇ新たな人材の掘り起し

◆共通

ＡＧあきらめず誘い続ける声がけの実践【広域コ】

(再)

ＡＣＧ多様な媒体を活用した事業周知、年齢層やライ

フステージを意識した PR 活動【広域コ】(再)

Ａ総会資料等の作り方に工夫をこらし活動方針や活

動自体の見える化【広域コ】(再)

ＢＦ広域コミュニティ組織と単位自治組織が協議し

て事業の優先順位を決め、優先度の高い事業から日

程を決める【広域コ、単位自治組織】

ＣＧ年齢層やライフステージの観点から通常事業の
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◆鶴岡共通

○市民により開かれた広域コミュニティ組織運

営が求められている

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

○地区公民館として取り組んできた事業の継続

と発展

Ｈ持続可能な事業運営のための人材育成・確保、

資金管理(再)

Ｉ生涯学習推進員の役割・位置づけ・活用方策の

整理

J参加しやすい移動手段の確保

◆鶴岡共通

Ｊ市民が気軽に集まれる場づくり

Ｋ子どもから高齢者まで事業等への参加意識の

醸成

見直し【広域コ】

Ｄ事業ごとに最適な担い手（単位自治組織なのか広域

コミュニティ組織なのか、あるいは全くの別組織な

のか）を決め、事業を統合・再編する【広域コ】

Ｅ分野別に強みを持つ関係団体との事業共催【広域

コ】(再)

Ｆ単位自治組織と広域コミュニティ組織の機能・役割

分担会議の開催【広域コ、単位自治組織】(再)

ＦＨ地域課題解決に向けた取り組み支援（継続：住民

自治組織ステップアップ事業補助金）【市】

Ｈ広域コミュニティ組織の運営・活動支援（継続：広

域コミュニティ組織運営・地域づくり交付金）【市】

Ｈ外部資金の獲得【広域コ】(再)

Ｉ生涯学習推進員の意識づけと研修活動や情報交換

【市】

Ｉ生涯学習推進員の活動の場の拡大【広域コ】

J事業に参加しやすい参加者の送迎等の検討【広域コ】

◆鶴岡共通

Ｊ市民が気軽に集まれる場を作るための検討会議の

開催【広域コ】

Ｋコミュニティ広報紙（コミュニティだより）の充実

による情報発信力の強化【広域コ】(再)

◆藤島地域

Ｇワークショップによる人材の掘り起しと住民ニー

ズの把握【広域コ】

【福祉／防犯・防災】

◆共通

○高齢者や要支援者が増加し、会員の高齢化・減

少、若者の減少、さらに平日昼間の人口減少等、

地域の防犯・防災体制（消防団等を含む）を弱

体化させる要因が増えてきている(再)

○高齢化に伴い、見守りや生活支援を必要とする

高齢者世帯や認知症高齢者等の要支援者が増

加しており、加えて要支援者の情報（緊急時の

連絡者含む）は把握しにくい(再)

○空き家が年々増加しており、防犯、防災上の不

安を抱えている(再)

○不審者の情報が寄せられる等、子どもたちの安

全・安心の確保が強く求められている（再）

○安全・安心に係る広域コミュニティ組織、単位

自治組織の役割分担ができていない（再）

◆鶴岡郊外地

○消防団の管轄区域がコミュニティ活動の区域

と一致していないため、消防団と広域コミュニ

ティ組織との連携が難しく、自主防災活動を進

めて行くうえでの障壁となっている

◆藤島地域、羽黒地域

○緊急時に、単位自治組織と広域コミュニティ組

織、市の 3者の情報伝達方法をより確立してい

く必要がある

◆共通

Ａ要支援者への声掛け・見守り・支援体制の構築

(再)

Ｂ緊急時や災害時に備えた個人情報の提供に係

る理解促進と情報収集(再)

Ｃ学区内組織や民生児童委員等との連携による

情報伝達・収集力の向上(再)

Ｄ空き家の実態把握(再)

Ｅ子どもの見守り体制の構築（再）

Ｆ自主防災組織の充実

Ｇ単位自治組織、広域コミュニティ組織の連携・

役割分担による安全・安心の確保

Ｈ関係団体との協力・連携体制の構築(再)

Ｉ高齢者の生活ニーズ（除雪・買い物・通院等）

への対応（再）

◆鶴岡共通

Ｊ消防団 OB の活用（消防団活動協力員の強化含

む）

◆鶴岡市街地

Ｋ高齢者の孤立予防対策

◆鶴岡郊外地

Ｌ消防団と広域コミュニティ組織が連携できる

体制づくり

◆藤島地域、羽黒地域

Ｍ緊急時の情報伝達手順の確立

◆共通

Ａ単位自治組織と連携した災害時要援護者支援計画

の策定【広域コ、単位自治組織】(再)

ＡＢ自治組織による要支援者の把握への市の協力（避

難行動要支援者個別支援計画等作成支援事業）【市】

（再）

ＡＦＧ単位自治組織と広域コミュニティ組織に市も

加わっての機能・役割分担会議の開催【広域コ、単

位自治組織、市】

Ｂ緊急時や災害時に備えた住民情報収集の必要性、取

扱い方法、活用方法及び活用成果についての説明・

情報公開、その情報収集【広域コ、単位自治組織、

市】（再）

Ｂアンケートを活用してのコミュニティ活動に必要

な住民情報や住民ニーズの収集・把握【広域コ、単

位自治組織】（再）

ＣＨ単位自治組織・広域コミュニティ組織、民生児童

委員・社会福祉協議会の連携による情報収集活動の

実践【広域コ、単位自治組織】（再）

Ｄ単位自治組織と情報を共有する体制づくり【広域

コ・単位自治組織】

ＥＧＨ学校、保護者、単位自治組織、広域コミュニテ

ィ組織、地域団体との連携による「見守り隊」活動

の実践【単位自治組織、広域コ】（再）

ＦＧＨ関係団体等との協働による防災訓練の実施【広

域コ】

Ｉ高齢者の生活ニーズ（支援が必要な人と支援ができ

る人の情報収集、必要とされる支援内容の洗い出

し、高齢者支援のボランティア体制の確立）への対

応策の検討【広域コ、単位自治組織】(再) ※広域コ

は組織があるところ

◆鶴岡共通

ＦＨＪ登録の消防団活動協力員への活動協力・参加に

ついて、あきらめず誘い続ける声掛けの実践【広域

コ、単位自治組織】（再）

Ｉ高齢者の生活ニーズを踏まえ、持続可能な課題解決

の手法として、コミュニティビジネスの取り組みに

向けた研究活動【広域コ】（再）

◆鶴岡郊外地

Ｌ消防団と広域コミュニティ組織との連携に向けた

情報交換会の開催【広域コ】

◆藤島地域

ＡＭ防災訓練時に緊急時の情報伝達訓練をあわせて

実施【広域コ】
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Ｇ各単位自治組織の状況を把握し、広域コミュニティ

組織で取り組むべき課題の整理【広域コ】

◆羽黒地域

Ｍ防災情報無線やメール配信などによる情報伝達、情

報収集方法の検討【広域コ、市】

◆朝日地域

Ｆ自治会内の消防団 OB の調査・把握と協力員への参

加促進【消防団】（再）

Ⅰ除排雪サービス体制の事業化検討【市】（再）

Ⅰ豪雪対策特別支援事業の拡充【市】（再）

Ⅰ高齢者いきいきパスの拡充【市】（再）

Ⅰ買い物代行サービスの事業化【市】（再）

Ⅰ除雪パートナーズ等の既存事業の活用【市】（再）

Ⅰ移送サービスの検討【市】（再）

【施設】

◆共通

○施設老朽化等の問題を抱えるコミュニティ（防

災）センター等がある

○今後増加する高齢者や子育て世代に配慮した

利用しやすいコミュニティ（防災）センター等

の施設環境が求められる

○希望日に施設借用予約が取れないとの声があ

る

◆朝日地域

○地域全域の団体（サークルなど）等に対して、

利便性が公民館より低下している

◆共通

Ａ老朽化等の問題を抱えるコミュニティ（防災）

センターの施設環境の改善、施設機能の充実

Ｂコミュニティ（防災）センターのバリアフリー

化の推進

Ｃ施設利用受付・貸出方法の見直し

◆共通

ＡＢコミュニティ（防災）センターにおける老朽化対

策の計画的な実施、施設機能整備、バリアフリー化

の推進、駐車場の拡張【市】

Ｃ施設利用受付・貸出方法の再検討【市】

【他の地域組織との関わり】

◆共通

なし

◆鶴岡地域

○コミセンに人的ネットワークに資する拠点性

が求められている

◆藤島地域、羽黒地域

○単位自治組織の連合組織の役員が、あて職で広

域コミュニティ組織の役員を担う等、負担が増

大している

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

○地域全域で構成される組織が多く、広域コミュ

ニティ組織と連携しにくい

◆共通

なし

◆鶴岡市街地

Ａコミセンの地域における人的ネットワークに

資する拠点性の確保と情報発信力の強化（再）

Ｂ学区団体等と広域コミュニティ組織との連携

強化

◆鶴岡市街地、羽黒地域

Ｃ広域コミュニティ組織職員や役員、リーダーの

人材育成

◆藤島地域

Ｄ広域コミュニティ組織区域内にある様々な組

織の整理及び簡素化を図る（再）

◆藤島地域、羽黒地域

Ｅ地域全域で構成される組織と広域コミュニテ

ィ組織との連携

◆朝日地域

Ｆ広域コミュニティ組織の連合組織による指導

力・調整力の発揮（再）

◆共通

なし

◆鶴岡共通

ＡＢ広域コミュニティ組織における住民活動の場を

広げるコーディネート機能の発揮【広域コ】

Ｃ人材育成のための研修機会の充実（単位自治組織若

手を対象とした研修会、PTA と連携しての地域人材

育成研修会、コミセン職員研修会など）【市】(再)

◆藤島地域

Ｄ広域コミュニティ組織と連携し、組織の整理・統合

の検討【広域コ】

◆藤島地域、羽黒地域

Ｅ地域全域で構成される組織と広域コミュニティ組

織との連絡調整会議の開催【広域コ】

◆羽黒地域

Ｃあて職に頼らない役員人材の発掘と育成【広域コ、

市】

◆朝日地域

Ｆ広域コミュニティ組織の連合組織による支援体制

の構築【市、広域コ】

【行政との関わり】

◆共通

○行政へ相談しても地域課題の解決が進まない

不満がある

○地域の諸問題解決のため、住民と行政の橋渡し

役として、広域コミュニティ組織に寄せる期待

が高まっている

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

○広域コミュニティ組織が立ち上がったばかり

であり、行政からの人的支援を必要としている

◆共通

Ａ広域コミュニティ組織と行政の信頼関係の構

築

Ｂ地域と行政による課題解決の仕組みづくり

(再)

Ｃ住民と行政の橋渡し機能構築

◆藤島地域、羽黒地域、朝日地域

Ｄ広域コミュニティ組織の人材育成

◆共通

ＡＢＣ地域と行政による課題解決の仕組みづくりの

検討を行う場づくり【市、広域コ、単位自治組織】

（再）

ＡＢＣ地区担当職員による行政側の情報提供、地域課

題の情報収集、解決に向けた取り組み支援【市、単

位自治組織、広域コ】（再）

ＢＤ地域課題解決に向けた研修会の開催【市、広域コ】

（２）地域（住民）が抱える課題

現状、問題意識 課題項目 具体的取り組みのアイデア（具体的取り組みを設定するうえで地

域資源を活用できるものがあれば記載）※【】は取り組み主体

【地域連帯感の希薄化、帰属意識の低下】

◆共通

○隣近所の付き合いが希薄になった

○地域への帰属意識が希薄になった

○職業の多様化による結束力の弱体化(再)

○農業等、地域で一体となって取り組む産業が衰

退し、繋がりが少なくなった

◆共通

Ａ近隣関係の再構築(再)

Ｂ世代間交流の推進(再)

Ｃ地域と子どものつながりの確保

◆朝日地域

Ｄスポーツ事業など若者参加型の事業の推進

◆共通

Ａ笑顔で挨拶を交わす取り組みの実践【単位自治組

織】(再)

Ａ近隣が気軽に話し合える雰囲気や場づくり（隣組座

談会など）【単位自治組織】(再)

Ｂ各世代が単位自治組織活動に参加しやすい雰囲気

や場づくり【単位自治組織】(再)
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Ｃ地域の子どもの郷土愛を育む地域教育活動の実践

【単位自治組織、市】（再）

Ｃ地域コミュニティ組織で子どものころから地域に

愛着を持てるような機会の提供【単位自治組織、広

域コ、市】※広域コは組織があるところ

Ｃ出来る限り地域事情に配慮した学校運営の実践

【市】（再）

◆朝日地域

ＡＤ近隣自治会または広域コミュニティ組織との共

催によるスポーツ大会の開催と参加【単位自治組

織、広域コ】

【少子化の進展（子どもの減少）、子育て環境の変化】

◆共通

○核家族や一人親の家庭では、子育てや地域活動

への負担が大きい

○子どもの通学の安全確保（少子化で帰りが一人

のところもある）

○子育ての孤立化

◆鶴岡郊外地、羽黒地域、朝日地域、温海地域

○少子化に伴う小学校の再編が進み、地域への

様々な影響が心配される

◆温海地域

○少子化により子ども会活動が停滞し、自然を体

験する場が少なくなった

◆共通

Ａ地域で子どもを育てる意識醸成と活動推進

Ｂ子どもの見守り対策の推進

Ｃ子育て家庭と地域との繋がりの確保

◆鶴岡郊外地、羽黒地域、櫛引地域、朝日地域、

温海地域

Ｄ地域と子どもとの繋がりの確保

◆温海地域

Ｅ子どもの自然体験の推進

◆共通

ＡＤ児童居住地の放課後児童クラブや放課後子ども

教室等の場の確保【市、広域コ】※広域コは組織がある

ところ

ＡＢ学校、保護者、単位自治組織、広域コミュニティ

組織、地域団体との連携による「見守り隊」活動の

実践【単位自治組織】（再）

Ｃ育児サークル等、地域の中で子育てする環境づくり

【市、広域コ、単位自治組織】

◆温海地域

Ｅ子どもの自然体験事業の実践【市、単位自治組織】

【晩婚化、未婚化の進展】

◆共通

○晩婚、未婚が増えており、将来的に地域コミュ

ニティに与える影響が心配される

○中高年層の未婚者が多い

○世話焼きの活動や結婚したい人を地域で後押

しする環境が衰退している

◆共通

Ａ結婚支援

Ｂ地域・自治会等で出会いの機会創出

Ｃ世話焼き・仲人活動の環境づくり

◆共通

ＡＢ婚活事業の継続実施【市、広域コ】※広域コは組織

があるところ

Ｃつるおか婚シェルジュの理解促進、活動の充実【市、

広域コ、単位自治組織】

◆櫛引地域

Ｃ地域と連携しながら結婚を後押しする環境づくり

【市、単位自治組織】

【若者の流出】

◆共通

○就労の場が少なく若者が流出している

◆藤島地域、朝日地域

○農業や商業など家業を継いでも生活が成り立

たず、勤めるにしても就労の場が少ないため、

後継者が流出している

◆羽黒地域、櫛引地域

○農業世帯の後継者が少ない

◆温海地域

○結婚や子どもの小学校入学を契機に市街地へ

転出するケースがある

◆共通

Ａ地域資源を活用した雇用の創出

Ｂ移住・定住促進（再）

◆羽黒地域、櫛引地域

Ｃ農業環境の改善

Ｄ就農者への支援

◆温海地域

Ｅ転出の防止対策

◆共通

Ａコミュニティビジネスの取り組みに向けた研究活

動【広域コ、単位自治組織】（再）※広域コは組織があ

るところ

ＢＥ首都圏等における地元出身者との交流イベント

の開催と地元 PR の実施【広域コ、市】

Ｂ新しい住民を受け入れる体制づくり（住民自治組織

のルールを説明、気軽に参加できるイベントを開催

する等）【単位自治組織、広域コ】

◆羽黒地域

Ｃ畑地の除れき【市】

Ｄ農業体験や農業研修生の受け入れ【市】

◆羽黒地域、櫛引地域

Ｃ新規就農アドバイザーによる支援【市】

◆櫛引地域

Ｂ空き家利用によるＵターン・Ｉターン等移住希望者

の定住促進【市、単位自治組織】（再）

Ｄ若手農業者による研究グループの組織化支援【市】

◆温海地域

Ｅ教育や子育て環境の整備【市、単位自治組織】
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【空き家の増加】

◆共通

○空き家が増えている

○管理不良の空き家による周辺環境への悪影響

がある

◆藤島地域

○空き家の増加で有害鳥獣の被害が増加してい

る

◆羽黒地域

○空き家の増加による防災や衛生上の問題の増

加（倒壊の恐れ、草刈り放置による害虫の発生、

火災の心配）

◆温海地域

○土地も含め空き家も売却したいが相手方が見

つからない現状である

○高齢者単独世帯が多く、所有者が亡くなった場

合、近親者が遠方に転出して連絡が取りづらか

ったり、相続権の問題などで管理者が特定でき

ないケースが多い

◆共通

Ａ空き家の有効活用・利用促進

Ｂ空き家の適正管理

◆共通

Ａ空き家バンクへの登録を推進し、移住希望者や利用

希望者への的確な情報提供を行うことで、その有効

活用を図る【NPO 法人つるおかランド・バンク、市、

単位自治組織】

ＡＢ市と自治組織の協力による空き家の実態把握

【市、単位自治組織】

ＡＢ市への情報提供や通報【単位自治組織】

Ｂ法及び市条例に基づく適正管理の働きかけ及び応

急措置等の実施【市】

◆櫛引地域

ＡＢ地区担当職員の活用と単位自治組織との情報共

有と協力体制の推進【市、単位自治組織】

◆櫛引地域

Ａ空き家利用による U ターン・I ターン等移住希望者

の定住促進【市、単位自治組織】（再）

【地域伝統芸能文化の継承】

◆共通

○担い手が不足し、伝統芸能の継承に不安を抱え

ている

◆鶴岡郊外地

○神社等への思い入れが薄くなってきている

○学校の再編によって地域に小学校が無くなっ

たため、地域行事への子どもの参加に支障をき

たしている、地域行事と学校の連携が十分に図

られていない

◆温海地域

○伝統芸能・祭典が数日にわたって行われる際、

会社から休暇がもらえない場合がある

○祭典等で羽織・袴・理容・美容等に係る経費が

負担になっている

○高齢化により途絶えてしまった伝統芸能文化

も多い

◆共通

Ａ担い手となる人材の確保・育成(再)

Ｂ伝統芸能文化への理解促進と情報発信

Ｃ地域伝統行事へ参加しやすい環境づくり

Ｄ伝統芸能文化の記録保存

◆鶴岡郊外地

Ｅ出来る限り地域事情に配慮した学校運営（再）

Ｆ特に幼少期における伝統芸能文化への理解促

進

◆温海地域

Ｇ祭典等への参加体制の検討

Ｈ祭典の工夫と簡素化

◆共通

Ａ運営主体を若い世代に任せ、ベテラン世代は不備・

不足を補う役を担いながら、若い人材の確保や参加

しやすい環境づくりを目指す【単位自治組織】

ＢＣＥＦ小さい頃から地域の伝統行事への理解を促

すような機会の提供【単位自治組織、市】

ＣＧ出来る限り地域事情に配慮した学校運営の実践

【市】（再）

ＣＨ開催日の変更の検討【単位自治組織】

Ｄ過去に演じられた映像や唄などの音声記録を劣化、

紛失しないうちにデジタルデータにて記録保存を

行う【単位自治組織】

【地域団体の活力低下、多様化】

◆共通

○地域団体において、会員の減少、リーダーが育

たない、活動停滞、組織の解散といった問題が

生じている

○多種多様のサークル等はあるが、それらが地域

の活性化に繋がっていない

○価値観や生活様式が多様化しており、地域団体

に所属する必要性が感じられなくなっている

◆共通

Ａ地域活動の必要性や楽しさを伝える

Ｂ地域リーダーとなる人材の確保・育成

Ｃ担い手の確保

◆共通

ＡＣ事業を通じて自分が必要とされている喜びや達

成感・生きがいを共有できる仕掛けづくり（支援含

む）【各種団体、広域コ】(再) ※広域コは組織があると

ころ

ＡＣ団体活動の PR【各種団体】

ＡＣ各種団体同士の連携や交流を推進し活動の活性

化に繋げる（コーディネート含む）【各種団体、広

域コ】※広域コは組織があるところ

Ｂ人材育成のための研修機会の充実（住民会若手を対

象とした研修会、PTA と連携しての地域人材育成研

修会、コミセン職員研修会など）【市】(再)

【公共交通の不便さ】

◆共通

○バスの運行本数が少ない、通らない集落もあ

り、特に高齢者は通院、買い物等が不便である

※市街地以外共通

◆温海地域

○バス利用が減少していることで、いつバス事業

者から運行廃止されるか不安

◆共通

Ａ市街地への移動手段の確保※市街地以外共通

◆温海地域

Ｂバスに替る交通手段の確保

◆共通

Ａ移動手段の検討【市】

◆温海地域

Ｂバスに替る交通機関の検討【市、企業、NPO】

【その他】

◆共通

○野生動物による鳥獣被害が発生し、耕作意欲を

なくす農家が増えている

◆藤島地域、温海地域

○農家が少なくなり、農業用水路の管理や、農業

生産組合、機械利用組合の存続も難しくなって

きた

◆櫛引地域

○櫛引の特色である果樹栽培などの優れた技術

の継承が途絶えることへの不安がある

◆共通

Ａ鳥獣被害の回避

◆藤島地域

Ｂ農業後継者の確保

◆櫛引地域

Ｃ果樹栽培の中核的な担い手の育成

◆朝日地域

Ｄ猟友会員の育成と駆除体制の確保

Ｅ特に市街地住民の、山菜や私有地山林に対する

認識不足の解消に向けた対策等の検討

◆共通

Ａ行政や単位自治組織、関係機関と連携した鳥獣被害

対策の実施【市】

◆藤島地域

Ａ広域コミュニティ組織単位で空き家と有害鳥獣駆

除について研修会の開催【広域コ】

Ｂ農家の所得向上対策の推進による農業後継者の確

保【市】

◆櫛引地域

Ｃ担い手育成の仕組みづくりと支援【市】
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◆朝日地域

○他所から来ての山菜盗難が多い

○撤退や廃業により近場に店舗がなくなり不便

○敬老会や運動会等の複数の単位自治組織によ

る共催事業について連携・協力体制の低下がみ

られる

◆温海地域

○山間部の医療機関がなくなり高齢者の通院が

難しくなった

Ｆ宅配や移動販売の利用

Ｇ単位自治組織への問題提起と体制強化

◆温海地域

Ｈ農家の所得向上

Ｉ耕作放棄地の防止

Ｊ中山間部の医療体制確保

Ｃ有利な情報の提供【市】

◆朝日地域

ＡＤ若者の猟友会員への勧誘【単位自治組織】

Ｅ広報と啓発【市】

Ｆ買い物代行サービスの事業化【市】（再）

Ｇ広域コミュニティ組織の体制を活用した参加促進

【広域コ】

◆温海地域

Ｈ農家の所得向上対策の推進【市、関係団体等】

Ｉ耕作放棄地の防止対策【市、関係団体等】

Ｊ中山間部の医療体制の構築【市、医療団体】

Ｊ隣近所の見守り体制の構築【単位自治組織、市】



- 12 -

Ⅱ 参考統計資料

（1）地域の世帯数、人口、人口構成の推移

①鶴岡地域 （人）
平成15年
住基台帳

平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

世帯数 33,899 34,764 35,010 35,568 36,141
総人口 99,245 98,070 96,130 94,619 92,918

0～14歳 14,597 13,695 12,842 12,163 11,438
割合（％） 14.7 14.0 13.4 12.9 12.3

15～64歳 60,780 59,587 57,415 56,053 53,519
割合（％） 61.2 60.8 59.7 59.2 57.6

65歳～　 23,868 24,788 25,873 26,403 27,961
割合（％） 24.0 25.3 26.9 27.9 30.1

②藤島地域 （人）
平成15年
住基台帳

平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

世帯数 3,057 3,065 3,123 3,145 3,180
総人口 12,310 11,895 11,565 11,137 10,696

0～14歳 1,730 1,608 1,534 1,419 1,273
割合（％） 14.1 13.5 13.3 12.7 11.9

15～64歳 7,267 6,944 6,658 6,379 5,934
割合（％） 59.0 58.4 57.6 57.3 55.5

65歳～　 3,313 3,343 3,373 3,339 3,489
割合（％） 26.9 28.1 29.2 30.0 32.6

③羽黒地域 （人）
平成15年
住基台帳

平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

世帯数 2,395 2,450 2,551 2,565 2,587
総人口 9,776 9,554 9,351 9,046 8,681

0～14歳 1,376 1,263 1,185 1,115 1,019
割合（％） 14.1 13.2 12.7 12.3 11.7

15～64歳 5,736 5,616 5,500 5,350 4,964
割合（％） 58.7 58.8 58.8 59.1 57.2

65歳～　 2,664 2,675 2,666 2,581 2,698
割合（％） 27.3 28.0 28.5 28.5 31.1
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④櫛引地域 （人）
平成15年
住基台帳

平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

世帯数 1,999 2,037 2,070 2,115 2,166
総人口 8,571 8,324 8,062 7,783 7,480

0～14歳 1,296 1,153 1,059 932 848
割合（％） 15.1 13.9 13.1 12.0 11.3

15～64歳 5,036 4,834 4,683 4,576 4,267
割合（％） 58.8 58.1 58.1 58.8 57.0

65歳～　 2,239 2,337 2,320 2,275 2,365
割合（％） 26.1 28.1 28.8 29.2 31.6

⑤朝日地域 （人）
平成15年
住基台帳

平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

世帯数 1,415 1,395 1,366 1,381 1,354
総人口 5,810 5,458 5,093 4,834 4,488

0～14歳 775 647 551 487 430
割合（％） 13.3 11.9 10.8 10.1 9.6

15～64歳 3,307 3,114 2,881 2,737 2,442
割合（％） 56.9 57.1 56.6 56.6 54.4

65歳～　 1,728 1,697 1,661 1,610 1,616
割合（％） 29.7 31.1 32.6 33.3 36.0

⑥温海地域 （人）
平成15年
住基台帳

平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

世帯数 3,170 3,122 3,046 2,950 2,865
総人口 10,646 9,987 9,418 8,727 8,050

0～14歳 1,315 1,142 1,021 865 724
割合（％） 12.4 11.4 10.8 9.9 9.0

15～64歳 5,970 5,543 5,069 4,661 4,055
割合（％） 56.1 55.5 53.8 53.4 50.4

65歳～　 3,361 3,302 3,328 3,201 3,271
割合（％） 31.6 33.1 35.3 36.7 40.6

⑦鶴岡市全域 （人）
平成15年
住基台帳

平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

世帯数 45,935 46,833 47,166 47,724 48,293
総人口 146,358 143,288 139,619 136,146 132,313

0～14歳 21,089 19,508 18,192 16,981 15,732
割合（％） 14.4 13.6 13.0 12.5 11.9

15～64歳 88,096 85,638 82,206 79,756 75,181
割合（％） 60.2 59.8 58.9 58.6 56.8

65歳～　 37,173 38,142 39,221 39,409 41,400
割合（％） 25.4 26.6 28.1 28.9 31.3

※住民基本台帳は 3月末の数値。割合（％）は、小数点以下第 2位を四捨五入し表記し
ているため、合計が 100％にならない場合がある。

※平成 24 年 6月までは、総人口に外国人住民が含まれていない。なお、本編の 2（1）鶴
岡市の社会増減・自然増減の推移には外国人住民が含まれている。



- 14 -

（2）地域の年齢(5 歳)階級別人口の推移

①鶴岡地域 （人）
平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

0～4歳 4,083 3,794 3,646 3,491
5～9歳 4,659 4,302 3,969 3,798

10～14歳 4,953 4,746 4,548 4,149
15～19歳 5,385 5,084 4,831 4,684
20～24歳 4,264 3,950 3,721 3,541
25～29歳 4,963 4,511 4,292 3,991
30～34歳 6,089 5,493 4,944 4,695
35～39歳 5,715 6,058 6,001 5,484
40～44歳 5,818 5,597 5,875 6,152
45～49歳 6,198 5,949 5,676 5,664
50～54歳 7,108 6,464 6,085 5,908
55～59歳 7,980 7,684 6,795 6,244
60～64歳 6,067 6,625 7,833 7,156
65～69歳 6,162 6,155 5,918 6,914
70～74歳 6,374 6,143 5,815 5,880
75～79歳 5,584 5,759 5,808 5,453
80～84歳 3,673 4,248 4,649 4,811
85～89歳 1,926 2,309 2,757 3,155
90歳以上 1,069 1,259 1,456 1,748

合計 98,070 96,130 94,619 92,918

  人

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成18年

住基台帳

平成21年

住基台帳

平成24年

住基台帳

平成27年

住基台帳
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②藤島地域 （人）
平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

0～4歳 474 445 396 327
5～9歳 532 517 486 440

10～14歳 602 572 537 506
15～19歳 605 523 510 490
20～24歳 496 479 406 356
25～29歳 543 523 486 373
30～34歳 663 592 557 522
35～39歳 587 609 610 588
40～44歳 600 568 576 613
45～49歳 788 716 591 542
50～54歳 948 820 704 663
55～59歳 1,062 1,037 922 800
60～64歳 652 791 1,017 987
65～69歳 749 672 658 842
70～74歳 820 793 708 625
75～79歳 820 800 715 701
80～84歳 537 619 657 643
85～89歳 265 328 409 448
90歳以上 152 161 192 230

合計 11,895 11,565 11,137 10,696

  人

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成18年

住基台帳

平成21年

住基台帳

平成24年

住基台帳

平成27年

住基台帳
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③羽黒地域 （人）
平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

0～4歳 359 349 343 297
5～9歳 428 390 376 345

10～14歳 476 446 396 377
15～19歳 558 487 466 427
20～24歳 436 427 335 306
25～29歳 492 456 465 393
30～34歳 515 507 476 453
35～39歳 415 447 508 491
40～44歳 503 469 431 461
45～49歳 656 566 492 448
50～54歳 761 707 627 519
55～59歳 822 835 712 674
60～64歳 458 599 838 792
65～69歳 549 496 489 679
70～74歳 678 625 482 440
75～79歳 642 616 600 518
80～84歳 451 502 529 495
85～89歳 235 278 320 365
90歳以上 120 149 161 201

合計 9,554 9,351 9,046 8,681

  人

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

平成18年

住基台帳

平成21年

住基台帳

平成24年

住基台帳

平成27年

住基台帳
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④櫛引地域 （人）
平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

0～4歳 308 290 265 245
5～9歳 373 351 297 279

10～14歳 472 418 370 324
15～19歳 476 432 418 361
20～24歳 375 345 339 301
25～29歳 407 372 324 334
30～34歳 387 416 388 343
35～39歳 396 354 401 393
40～44歳 478 417 386 359
45～49歳 548 496 434 397
50～54歳 686 624 531 484
55～59歳 652 723 674 588
60～64歳 429 504 681 707
65～69歳 557 501 394 517
70～74歳 612 554 530 460
75～79歳 531 530 509 469
80～84歳 356 416 436 454
85～89歳 191 227 282 292
90歳以上 90 92 124 173

合計 8,324 8,062 7,783 7,480

  人

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成18年

住基台帳

平成21年

住基台帳

平成24年

住基台帳

平成27年

住基台帳
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⑤朝日地域 （人）
平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

0～4歳 153 152 141 117
5～9歳 208 168 153 157

10～14歳 286 231 193 156
15～19歳 304 261 231 182
20～24歳 292 216 200 176
25～29歳 267 246 216 173
30～34歳 220 231 231 222
35～39歳 213 226 211 227
40～44歳 226 201 223 201
45～49歳 394 279 201 196
50～54歳 458 418 349 258
55～59歳 448 449 437 355
60～64歳 292 354 438 452
65～69歳 335 320 266 349
70～74歳 399 335 322 301
75～79歳 445 383 353 302
80～84歳 285 351 337 296
85～89歳 151 172 230 238
90歳以上 82 100 102 130

合計 5,458 5,093 4,834 4,488

  人

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

平成18年

住基台帳

平成21年

住基台帳

平成24年

住基台帳

平成27年

住基台帳
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⑥温海地域 （人）
平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

0～4歳 297 258 225 181
5～9歳 389 332 285 234

10～14歳 456 431 355 309
15～19歳 510 402 408 334
20～24歳 354 348 270 218
25～29歳 417 327 290 251
30～34歳 421 381 332 268
35～39歳 433 408 355 329
40～44歳 492 436 425 388
45～49歳 614 501 432 416
50～54歳 718 699 593 467
55～59歳 914 822 663 654
60～64歳 670 745 893 730
65～69歳 750 705 642 749
70～74歳 805 746 676 653
75～79歳 783 750 704 632
80～84歳 541 634 616 598
85～89歳 289 348 373 423
90歳以上 134 145 190 216

合計 9,987 9,418 8,727 8,050

  人

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平成18年

住基台帳

平成21年

住基台帳

平成24年

住基台帳

平成27年

住基台帳
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⑦鶴岡市全域 （人）
平成18年
住基台帳

平成21年
住基台帳

平成24年
住基台帳

平成27年
住基台帳

0～4歳 5,674 5,288 5,016 4,658
5～9歳 6,589 6,060 5,566 5,253

10～14歳 7,245 6,844 6,399 5,821
15～19歳 7,838 7,189 6,864 6,478
20～24歳 6,217 5,765 5,271 4,898
25～29歳 7,089 6,435 6,073 5,515
30～34歳 8,295 7,620 6,928 6,503
35～39歳 7,759 8,102 8,086 7,512
40～44歳 8,117 7,688 7,916 8,174
45～49歳 9,198 8,507 7,826 7,663
50～54歳 10,679 9,732 8,889 8,299
55～59歳 11,878 11,550 10,203 9,315
60～64歳 8,568 9,618 11,700 10,824
65～69歳 9,102 8,849 8,367 10,050
70～74歳 9,688 9,196 8,533 8,359
75～79歳 8,805 8,838 8,689 8,075
80～84歳 5,843 6,770 7,224 7,297
85～89歳 3,057 3,662 4,371 4,921
90歳以上 1,647 1,906 2,225 2,698

合計 143,288 139,619 136,146 132,313

  人

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成18年

住基台帳
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平成27年

住基台帳
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Ⅲ 用語の解説

地域コミュニティ推進計画の中で使用している用語について、下記のとおり

定義します（一般的な言葉の意味とは異なる場合があります）。

コミュニティに関する用語と対応するエリア

用語 解説

地域コミュニティ

一般的には居住地域を同じくし、利害をともにする共同社会

のこと。生産・自治・風俗・週間等で深い結びつきをもつ共同

体。ここでは地域社会を運営するうえで相互に連携を図りなが

ら協力しあう個人・家庭、町内会等の自治組織、関係団体等の

多様な主体を包含した共同体を指す。

地域

鶴岡地域、藤島地域等の表記の場合は、合併前の旧市町村の

エリアを意味し、鶴岡地域以外では中学校区と一致する。また、

地域コミュニティ等として用いる場合は、住民相互の交流が行

われている地域社会、あるいはそのような住民の集団を指す。

文脈によって意味が変化する。

地区
概ね小学校区や地区公民館のエリアを指す。鶴岡地域の市街

地では「学区」ともいう。

住民自治組織 個人もしくは世帯が会員となっている住民組織の総称。

単位自治組織
町内会、自治会、住民会等を意味する。主に、広域コミュニ

ティ組織（次項）との対比で使われる。

広域コミュニティ組織

概ね小学校区や地区公民館のエリアでの町内会・サークル組

織・各種団体等で構成される組織。複数の町内会や自治会等に

またがるエリアのコミュニティ組織を指す。

コミセン

コミュニティ（防災）センター（地域活動センター）の略。

地区の活動拠点として住民にとって身近な施設で、現在は、鶴

岡地域、藤島地域、羽黒地域及び朝日地域に設置している。

町内会、自治会等

隣近所

中学校区

市全域

小学校区

住民自治組織

広域コミュニティ組織

単位自治組織

地域

地区

隣組

学区

地域コミュニティ
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Ⅳ 策定の経過

平成 26年度

7月 3日   第 1回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会

・地域コミュニティ関連施策

11月 26 日 第 2回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会

・計画策定の進め方等

・各地域のコミュニティの現状・課題等

2月 24 日   第 3回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会

・各地域のコミュニティの現状・課題等

・課題の解決に向けた取り組み等

平成 27年度

7月 3日   第 1回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会

・昨年度の取り組み経過

・今後の進め方

8月 5日   第 1回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会幹事会

・各地域の課題と取り組み

・市のコミュニティ施策

8月 26 日   第 2回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会

・計画の基本的な考え方

・各地域の課題と取り組み

・市のコミュニティ施策

11月 11 日   第 2回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会幹事会

・計画の素案

12月 17 日   第 3回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会

・計画の素案

1月 18 日～2月 5日

     パブリックコメント（意見募集）

2月 25 日   第 4回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会

・計画の最終案

3月末     計画策定



№
資料

ページ
区分 意見等の内容（第3回開催時資料の番号等で記載）

1 P1 意見
　「1計画の策定にあたって」と「3計画の基本的な考え方」を並べたほう
が伝わりやすい。

2 P1 意見
　「4地域課題と取り組み（7）市のコミュニティ施策（8）取り組み事
例」について、同じ4章に入れることに違和感がある。5章（1）（2）とし
て分離させてはどうか。

3 P1 意見
　「4地域課題と取り組み（7）市の地域コミュニティ施策」を、「（1）
～（6）各地域の課題」の前に移動したらどうか。市の施策が包含してい
るイメージが伝わる。

4 P1 意見

　「4地域課題と取り組み（1）～（6）各地域の課題」の後に「（7）市の
地域コミュニティ施策」としたほうが、地域の考えや特色がたくさんあっ
て、それを包含して支えるのが市の施策と見えるので、オリジナル感が出
る。

5 P1 意見
　「5計画の推進」は、「3計画の基本的な考え方」の後に移動したらどう
か。

6 P10～16 意見
　「2地域コミュニティをめぐる現状（5）住民自治組織の形態」におい
て、行政からの依頼事項が地域ごとに記載されているが、表現にばらつき
が見られる。

7 P23 意見
　地域ビジョンの説明を記載しないと、アクションプランが地域ビジョン
によって始まることを分かってもらえない。

8 P25～60 意見
　【計画の構成】における≪計画の柱≫と各組織にかかる課題と取り組み
の関連図はわかりやすく、後に続く本文へスムーズに読み進められる。

9 P25～55 意見
　【計画の構成】に、地域名と地域スローガンを加えると、この図だけで
説明ができる図になる。

10 P25～55 意見 　【具体的取り組み】の主語にばらつきが見られる。

11 P53 意見
　温海地域の「④防犯・防災への対応」について、消防団員の確保にもふ
れて良いのではないか。

12 P56～60
質問
意見

　「（7）市の地域コミュニティ施策」について、①～⑨まであるが、羽
黒地域の「③ 若者に魅力ある地域、子育てしやすい地域づくり」や、温
海地域の「⑤次代を担う若者や子どもたちを取り巻く環境づくり」のよう
な、鶴岡市の将来に最も課題となる年齢層への施策をどこに盛り込んでい
るのか。
　また、羽黒地域、温海地域だけが「4地域課題と取り組み」に「若者」
「次代を担う若者」「子育て」「子どもたち」を取り上げているが、他の
地域にとっても大きな課題なのではないか。

13 P56～60 意見
　広域コミュニティ組織における運営面への技術的な支援が必要なら、
「（7）市の地域コミュニティ施策」に追記すべき。

14 P56～60 意見
　人づくりを具体的に前に出して、市はこういうコミュニティづくりをす
ると文面に掲げてほしい。

15 P58 意見

　「（7）市の地域コミュニティ施策　③担い手の育成、確保へ向けた支
援」の具体的取り組みの中の、「○転入者に対して、～」と「○移住定住
の促進に向け、～」の2項目を、例えば「⑩住民自治組織等への理解促進
と会員確保等」として、最後に新たに項目を追記したらどうか。
　また、転入者に対して、市民課等窓口での住民自治組織への加入の呼び
かけの際の参考資料として、リーフレットやパンフレットを添えたらどう
か。

平成27年度第3回鶴岡市地域コミュニティ活性化推進委員会に係る意見等

資料2



16 P58 質問
　「（7）市の地域コミュニティ施策　④次代へつなぐコミュニティ意識
の醸成」の具体的取り組み中で、「○特色ある学校づくり」の主語は学校
なのか地域コミュニティなのか。

17 P58 意見

　「（7）市の地域コミュニティ施策　④次代へつなぐコミュニティ意識
の醸成」の具体的取り組みの内容の実現には、学校と社会教育の連携と学
校とコミュニティ組織の連携がカギを握ると思われる。学校・コミュニ
ティ組織ともに多忙であり、その連携や仲介、交渉、調整を担う人材がい
なければ地域学習・郷土学習・体験学習の実施は難しく、地域行事・伝統
行事・民俗芸能すべて衰退消滅の道をたどるのは必至である。仙台市のよ
うに教職員の立場のままで嘱託社会教育主事の配置はできないものか（特
に統廃合した学区に2～3年程度）。また、コミュニティ支援員が兼務し、
学校とコミュニティ組織に駐在することでも可能と考える。

18 P58 意見
　就労者の町内会等活動への参加について、企業に理解を求める働きかけ
等があってもよい。

19 P60 意見
　今後、生涯学習推進員に対するニーズが多様化し、担う役割も大きくな
ると思われる。地域によってニーズが異なるとは思うが、市が推進員の研
修を行う際、本計画に記載の内容に添った具体的な研修開催を望む。

20 P61～72 意見
　「（8）取り組み事例」は、大変参考になる。推進計画策定後も新事
例・好事例を適時周知する方法を考えてほしい。

21 P61～72 意見
　「（8）取り組み事例」が記載されているが、より広く市民に伝えても
らえると、参考にして活動が広がるのではないか。

22 全般 意見
　鶴岡地域市街地において、地域ビジョン作成時には、社会福祉協議会の
「地域福祉活動計画」を加味した形で配慮願う。

23 全般 意見 　高齢者を見守る書きぶりが多いが、障害者や生活保護世帯等もある。

24 全般 意見
　AEDを大字単位で1つずつ設置したり、救急救命講習会を年1回実施して
はどうか。

25 全般 意見 　地域外から人材を呼び込む仕組みづくりもあってもよい。

26 資料編 意見
　「（1）地域の世帯数、人口、人口構成の推移」の15～64歳の欄を細分
化してほしい。



鶴岡市地域コミュニティ推進計画（仮称）の推進について

１ 計画の推進に向けて

（1）市のホームページで公開するとともに、住民自治組織代表者へ計画書を配付し、

各種会合等の機会を通じて説明を行い、広く情報が行き渡るよう周知に努めます。

（２）地域づくりに向けた取組み事例については、現在の推進計画に記載の事例に留

まらず、今後新たな情報を加え、事例集として整理し、周知します。あわせて事例発

表会等の研修会を開催し、実践事例を紹介して、自治組織間の情報を共有します。

（３）各住民自治組織において、地域の特性を活かした地域主体の具体的な取組み

に向けた「地域ビジョン」の策定を推進します。

２ 将来を見据えた取り組みを進める「地域ビジョン」の策定に向けて

身の回りの課題を解決したり、魅力ある地域づくりを目指す活動は、地域の状況やニ

ーズを最もよく理解している住民自らが行うことで、より満足度が高い成果が期待できま

す。

そのために、自分たちの地域を、これまで以上に「住み続けたい」と思う地域としていく

ため、住民自治組織において、ワークショップや実態調査、アンケート等により、多くの

住民の声を反映して、地域の現状や課題を洗い出し、住民の合意のもと、将来のある

べき姿を見据え、取り組みを明確にしていく「地域ビジョン」の策定が必要と考えており

ます。

地域ビジョン

課 題 具体的な
取り組み

目指す
姿

現 状
問 題

地域ビジョンについては、市の地区担当職員等が、地域の方々とともに共通の認識

を深め、策定に向けた話し合い等に取り組みます。

地域ビジョンに基づく具体的な取り組みについても、地域と行政が連携・協力のもと進

めるとともに、より効果的な取り組みとなるよう住民自治組織ステップアップ事業補助金

を交付します。（補助対象経費等の要件があります。）
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